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第１章 計画の基本的な考え方 

 

１ 計画策定の背景と趣旨 

我が国では、技術革新やグローバル化の一層の進展、人口構造や雇用環境の変化等が予想され

る中、持続可能な社会を目指し、「誰一人取り残さない教育」の在り方が問われています。 

また、子供の貧困など社会経済的な課題、地域間格差などの地域の課題、地域コミュニティの

弱体化など、家庭や地域の教育力の低下も問題視されています。 

学校教育においては、学力と体力の二極化、いじめ、不登校への対応をはじめ、少人数学級の

推進、特別支援教育の推進、学校への信頼の確保、家庭と地域との連携強化など、多様な視点か

らの取組が求められています。 

他方、自然災害の頻発や感染症への対応などによる安全・安心意識の高まりなど、人々の意識

にも大きな変化をもたらし、学校教育においても「主体的・創造的に生き抜く力」を鍛え伸ばす

取組が必要とされています。 

また、生涯学習を通じて、人生をより豊かに生きるとともに、「自立」、「協働」、「創造」

を基軸とした新たな社会モデルを実現するための生涯学習社会の構築が求められています。 

国では、平成３０年６月に第３期教育振興基本計画が策定され、令和１２年（２０３０年）以

降の社会の変化を見据えた教育施策の在り方を示しました。 

東京都では、平成３１年３月に「東京都教育ビジョン（第４次）」を策定し、子供の「知」、

「徳」、「体」を育み、社会の持続的な発展に貢献する力を培うことや学校、家庭、地域・社会

が相互に連携・協力して子供を育てることについて１２の「基本的な方針」を示し、５年間の施

策展開の方向性を定めました。また、令和３年３月に「東京都教育施策大綱」を策定し、東京の

教育施策の基本的な方針や「未来の東京」に生きる子供の姿等を踏まえ、「東京型教育モデル」

で特に重要で優先的に取り組む６事項を定めました。 

本市では、平成２９年３月に「武蔵村山市第二次教育振興基本計画」（以下「現行計画」とい

う。）を策定し、「人と人との絆で 未来を拓く 学び支え合うまち 武蔵村山」を基本理念に、

５年間を通じて目指すべき教育の姿を明らかにするとともに、現行計画において取り組むべきも

のとされている施策に沿って、教育施策の推進を図ってきました。また、教育大綱は、本市の教

育行政を推進するための基本指針となるもので、本計画は、教育大綱の理念に基づき、具体的な

教育施策を定めたものです。現行計画の期間が令和３年度末をもって終了することから、教育基

本法に基づき、国や東京都の動向を考慮するとともに、市の関連計画との整合を図りながら、令

和４年度を初年度とする「武蔵村山市第三次教育振興基本計画」（以下「本計画」という。）を

新たに策定しました。 

 



２ 

 

 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、教育基本法第１７条第２項の規定に基づき、国の「第３期教育振興基本計画」を参

酌するとともに、「東京都教育ビジョン（第４次）」を踏まえ、市の実情に応じた教育の振興の

ための施策に関して総合的かつ計画的な推進を図るために定める基本的な計画です。 

また、本計画は、「武蔵村山市第五次長期総合計画」に示す本市の将来都市像「人と人との絆

をつむぐ 誰もが活躍できるまち むさしむらやま」を実現するための学校教育分野及び生涯学

習分野における計画であり、本市の教育の方向性を定める教育大綱の視点に基づき、教育分野の

目標を具現化する最上位計画に位置付けられます。 

本市及び教育委員会は、本計画に基づき、計画的に主要施策、主要事業の実現に取り組みます。 

さらに、本計画の推進にあたり、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）のゴール（国際目標）に留

意して教育施策を推進します。 

なお、本計画は、国や東京都における施策の見直し等があった場合は、必要に応じ見直しを行

います。 

 

■教育基本法 抜粋 

 

第１７条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振興 

に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、基本的な 

計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。 

 

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体における 

教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。 

  
 

 

■他計画との関連イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

市の関連 

個別計画 

武蔵村山市 

第三次教育振興基本計画 

 

武蔵村山市 

第五次長期総合計画 

 

 第３期教育振興基本計画（平成３０年６月策定） 

 

東京都教育ビジョン（第４次）（平成３１年３月策定） 

東京都教育施策大綱（令和３年３月策定） 

 

国 

 

都 

教育大綱 

 

市 



３ 

 

 

３ 計画の期間 

本計画は、令和４年度から令和８年度までの５か年を計画期間とします。また、教育をめぐる

社会情勢の変化などに応じ、適宜必要な見直しを行うこととします。 

 

■本市の関連計画の期間 

 平成

２８ 

年度 

平成

２９ 

年度 

平成

３０ 

年度 

令和

元 

年度 

令和

２ 

年度 

令和

３ 

年度 

令和

４ 

年度 

令和

５ 

年度 

令和

６ 

年度 

令和

７ 

年度 

令和

８ 

年度 

長期総合計画            

 教育振興基本計画            

 

生涯学習推進計画            

スポーツ推進計画            

子供読書活動推進計画            

特別支援教育推進計

画            

子ども・子育て支援事業 

計画            

健康増進計画・ 

食育推進計画 
           

 

 

 

 

 

第四次（後期） 第五次（前期） 

第三次（本計画） 第二次 

第四次 第五次 

改定版 
第二次 

（令和４～１３年） 

第三次 第四次 

第五次 第四次 

第二期 第一期 
（平成 27 年～令和元年） 

第三次健康増進計画・ 

食育推進計画 

第二次健康増進計画・ 

食育推進計画 



４ 

 

総合教育会議 

 

 

４ 計画の策定体制 

市長と教育委員会で構成する総合教育会議では、教育大綱の策定、教育の条件整備など重点的

に講ずべき施策等の協議・調整等を行います。また、教育大綱は、本市の教育行政を推進するた

めの基本指針となるもので、本計画は、教育大綱の理念に基づき、具体的な教育施策を定めたも

のです。 

教育大綱の策定に当たっては、市民や学識経験者等が加わる「武蔵村山市教育大綱・教育振興

基本計画策定懇談会」（以下「大綱・基本計画策定懇談会」という。）及び庁内組織である「武

蔵村山市教育大綱策定委員会」（以下「大綱策定委員会」という。）において検討を行いました。 

本計画は、本計画の策定作業と平行して検討が行われた教育大綱の素案、原案を踏まえながら、

「大綱・教育振興基本計画策定懇談会」及び「武蔵村山市教育振興基本計画策定委員会」（以下

「基本計画策定委員会」という。）において協議を重ねて策定しました。 

また「基本計画策定委員会」に、「学校教育部会」及び「生涯学習部会」を設置し、施策内容

の専門的な検討を行いました。 

 

 

■計画の策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会 

 

大綱・教育振興基本計画 

策定懇談会 

 

基本計画策定委員会 

 

・学校教育部会 

・生涯学習部会 

教育大綱の素案・ 

原案を踏まえ検討 

 

大綱策定委員会 

 

本計画の確定 

 

教育大綱の確定 

報告 
 

教育大綱素案 

報告 
 

教育大綱原案 

 

計画原案 

 

計画素案 

 

報告 

教育委員会議決 

報告 

 

市長 



５ 

 

５ 計画の点検・評価 

本計画を効率的かつ着実に実施するためには、計画の定期的な点検と評価を行い、その結果を

改善に結び付ける必要があります。 

教育委員会では、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の規定に基づき、毎年、

その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報

告書を作成し、これを議会に提出するとともに、市民に公表しています。 

本計画の進行管理に当たっては、当該事務の管理及び執行の状況についての点検及び評価の結

果を活用するとともに、必要に応じて施策・事業の見直しなどに生かします。 

 

■地方教育行政の組織及び運営に関する法律 抜粋 

 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任 

された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任さ 

れた事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果 

に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の 

知見の活用を図るものとする。 
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第２章 計画の施策展開の方向 

１ 国及び東京都の教育振興基本計画 

（１）国 

国においては、教育基本法に示された理念の実現と我が国の教育振興に関する施策の総合的・

計画的な推進を図るため、同法第１７条第１項に基づき、平成３０年６月１５日付で、第３期教

育振興基本計画（平成３０年度～令和４年度）が閣議決定されました。 

第３期教育振興基本計画では、第２期教育振興基本計画で掲げた「自立」、「協働」、「創造」

の方向性を継承すると同時に、２０３０年以降の社会を展望した教育政策の重点事項を踏まえ、

今後の教育政策に関する五つの基本的な方針が示されています。 

１ 夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力を育成する。 

２ 社会の持続的な発展を牽引するための多様な力を育成する。 

３ 生涯学び、活躍できる環境を整える。 

４ 誰もが社会の担い手となるための学びのセーフティネットを構築する。 

５ 教育政策推進のため基盤を整備する。 

そして、五つの基本的な方針と社会状況を踏まえ、将来の社会のあるべき姿の実現に必要な２

１の教育政策の目標が体系的に整理されています。 

（２）東京都 

東京都では、平成３１年３月に「東京都教育ビジョン（第４次）」を策定し、子供の「知」、

「徳」、「体」を育み、社会の持続的な発展に貢献する力を培うことや学校、家庭、地域・社会

が相互に連携・協力して子供を育てることについて１２の「基本的な方針」が示されています。 

１  全ての児童・生徒に確かな学力を育む教育 

２  社会の持続的な発展を牽引する力を伸ばす教育 

３  グローバルに活躍する人材を育成する教育 

４  夢と志をもち、可能性に挑戦しようとする力を育む教育 

５  豊かな心を育て、生命や人権を尊重する態度を育む教育 

６  健やかな体を育て、健康で安全に生活する力を育む教育 

７  オリンピック・パラリンピックの精神を学び、育む教育 

８  生徒の多様なニーズと時代の要請に応える「都立高校改革」 

９  これからの教育を担う優れた教員の育成 

１０ 教員の負担を軽減し、教育の質を向上させる「働き方改革」 

１１ 質の高い教育を支える環境の整備 

１２ 家庭、地域・社会と学校とが連携・協働する教育活動 

 そして、「１２の基本的な方針」を踏まえ、学校と家庭、地域・社会とが共に力を合わせ、日

本の未来を担う人材を育成するとともに、誰もが生涯を通じ、あらゆる場で学び、支え合うこ

とができる社会の実現を図るため、３０の主要施策が体系的に整理されています。 



８ 

 

 

２ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の達成に向けた取組 

ＳＤＧｓ とは、平成２７年９月の国連サミットで採択された“２０３０年に向けた国際的な社

会開発目標”であり、誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現に向けて、

１７のゴール、１６９のターゲットを位置付け、２３２の指標を設定しています。 

これを受けて日本では、内閣総理大臣を本部長、内閣官房長官及び外務大臣を副本部長、他の

全ての閣僚を構成員とするＳＤＧｓ推進本部を設置し、「持続可能な開発目標(ＳＤＧｓ)実施指

針」を策定しました。この指針は国連のＳＤＧｓサミットの開催ごとに改訂を行っています。 

この指針の改定版（令和元年１２月２０日）において、国が目指すビジョンとして「すべての

人々が恐怖や欠乏から解放され、尊厳をもって生きる自由を確保し、レジリエンス、多様性と寛

容性を備え、環境に配慮し、豊かで活力があり、格差が固定化しない、誰一人取り残さない２０

３０年の社会を目指す。」が掲げられ、地方自治体の各種計画等への最大限の反映を奨励していま

す。 

 本市においても、「ＳＤＧｓの達成に向けた取組」に対応するため、第五次長期総合計画の前期

基本計画では、ＳＤＧｓの１７のゴールのアイコンを各施策に表示しています。 

 本計画では、主に「４ 質の高い教育をみんなに」の達成に貢献することを目指し、すべての

人々への、包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進していきます。 
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３ 本市を取り巻く教育の現状と課題 

 本市を取り巻く教育の現状と課題を、次のとおり９項目に整理しました。 

 

（１）確かな学力と社会を生きる力を育む教育  

情報化や国際化など、急速かつ激しく変化する社会を主体的・創造的に生き抜いていく子供を

育てるため、基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着を図り、主体的に学習できる力を育成す

るとともに、身に付けた知識等を活用し、自ら課題を発見・解決する力や、新たな価値を創造す

る力が求められます。 

本市では、いかに社会が変化しようと、子供たち一人一人が、自ら課題を見付け、自ら学び、

自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決することができるようにするために必

要な「生きる力」を育む教育に努めてきました。 

また、児童・生徒一人一人に確かな学力の定着を図るため、毎年度、学校ごとに「授業改善推

進プラン」を策定し、子供たちに分かりやすい授業づくりと授業規律の確立を目指した教育を進

めるとともに、子供や保護者による「学校評価」を計画的に実施し、その結果を授業改善に生か

してきました。 

今後も、児童・生徒一人一人の「生きる力」を支える確かな学力の定着を図るため、学校、家

庭及び地域との連携を図りながら、成果と課題を明らかにし、指導方法の工夫や授業改善を進め

ていく必要があります。  

一方、子供たちが、将来の生き方について、目的意識をもち主体的に選択できるよう、教育活

動全体を通じて、児童・生徒の発達段階に応じた進路指導・キャリア教育が求められています。  

また、子供たちが将来にわたり、グローバル社会で生き抜いていけるよう、小学校における英

語教育を充実する必要があります。 

さらに、特別な教育的ニーズのある児童・生徒が、住み慣れた地域や家庭で、安心・自立して

暮らせるようきめ細やかな教育的支援が一層求められています。  

 

平成３１年度 「児童・生徒の学力向上を図るための調査」（東京都） 

教育指導課 資料 
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平成３０年度 市民意識調査 教育 

ｎ＝450

子供たちの基礎的な学力の向上

いじめ対策の強化

子供たちが相談できる体制づくり

心の教育の充実

子供たちの体力・健康の向上

教職員の研修の充実

学校施設・設備の充実

不登校などの子供への対応の充実

自然や福祉など体験学習の充実

特別な支援が必要な子供たちの教育環境の整備

外国人などとの交流機会の充実

クラブ活動の充実

１クラスの児童生徒数の削減

学習の指導者として市民登用

休日の活動機会の充実

その他

無回答

問 57　 子供たちの教育をより一層充実するめに、市はどのようなことに力を
　　　　入れたらよいと思ますか。（３つまで回答）
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（２）心身の健やかな成長に向けた教育 

自他の生命の尊重、規律ある生活など、将来、社会において生きていく上で求められる道徳的

価値や人間としての在り方、生き方に関する意識を深めるために、道徳教育の一層の充実が求め

られるとともに、生涯を通じて、たくましく生きるために必要な体力を育む教育も必要となって

います。 

本市では、子供たちの豊かな心を育むとともに、学習指導要領の改訂や義務教育における道徳

の教科化を踏まえ、学校教育全体を通じた計画的な道徳教育を推進し、小・中学校における道徳

教育の充実を図るため、毎年度「道徳授業地区公開講座」を実施してきました。 

また、子供たちの道徳性や人間性を育んでいくため、小学校では「稲作体験」や「移動教室」、

中学校では「職場体験」や「修学旅行」など、子供たちの発達段階に応じた体験活動を充実する

ほか、心の教育推進委員会の提言「５つの目標、７つの実践」の達成に向け、学校、家庭及び地

域が連携して心の教育を推進してきました。 

今後も、子供たちの規範意識の低下や人間関係の希薄化が課題となっている中、基本的な生活

習慣を身に付けさせ、公共の精神を尊び、一人一人の人権を尊重し、他者を思いやる心や感動す

る心などの豊かな人間性を育む「心の教育」を一層充実していく必要があります。  

また、いじめは絶対に許されないことを児童・生徒一人一人に徹底し、引き続き指導するとと

もに、児童・生徒の実態を的確に把握し、毅然とした粘り強い指導を学校全体で組織的に行う必

要があります。不登校については、スクールカウンセラー、教育相談室、適応指導教室、スクー

ルソーシャルワーカー等と連携を図り、その解消に努めていくとともに、社会的自立に向けた支援

を講じていく必要があります。 

一方、健康・体力の面では、体育の時間をはじめ、教育活動全般を通じて、児童・生徒の体力

向上に向けた指導法の工夫・改善に取り組むとともに、体力テストを実施し、児童・生徒の体力

や運動能力に関する実態調査・調査結果の分析を行ってきました。 

今後も、子供たちの心の健康や食生活の乱れなど多様化する健康課題への対応などが求められ

ているとともに、生活環境の変化に伴い、子供たちの体力が低下している傾向が見られることか

ら、その改善が課題となっています。 
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平成３１年度（令和元年度） 全国学力・学習状況調査 

問 いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思いますか。 

 

教育指導課 資料 
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（３）学校・家庭・地域の連携・協働 

社会がますます複雑化・多様化し、子供を取り巻く環境も大きく変化する中、これからの教育

は、これまで以上に学校と家庭、地域・社会との連携・協力の下で進めていくことが必要である

ことから、地域・社会のつながりや支え合いによる教育力の向上や、学校が抱える複雑化・困難

化した課題の解決を目指して、地域全体で未来を担う子供たちの成長を支えていくことが求めら

れています。 

本市では、学校・家庭・地域の連携・協働体制強化によって、地域が一体となって自立した一

人の人間として生きる力を育む教育を推進する環境の整備に努めてきました。 

また、学校における学習活動、安全確保及び教育環境の整備などについて、保護者・地域住民

などのボランティアによる活動が組織化され、「地域の子供は地域で育てる取組」を推進してき

ました。  

今後も、未来を担う子供たちの健全育成のために、社会全体で教育に取り組む気運を高め、全

小・中学校を指定しているコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）を充実し、学校・家

庭・地域が一体となった開かれた学校づくりを推進していく必要があります。  

また、子供の教育については、家庭教育の重要性を再認識し、保護者の自主性を尊重しつつ、

学習機会や情報の提供などの連携・協働体制を構築し、支援を行う必要があります。 
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（４）時代に対応した学校教育の質の向上と教育環境の整備 

子供たちの能力を最大限に伸ばす質の高い教育を実現するため、次代を見据えつつ、子供たち

や社会のニーズを踏まえながら、組織的な学校経営の強化、教員の指導力の向上、教員の働き方

改革などが求められています。 

本市では、全小・中学校をコミュニティ・スクールとし、地域と連携した教育活動の充実に努

めるとともに、基礎・基本の定着、主体的に学ぶ態度の醸成などに取り組み、保護者や地域から

信頼される学校づくりに努めてきました。 

また、小中一貫教育をとおして、「人間力」の育成を目指しており、「知的能力」、「対人関

係力」、「自己制御力」の３要素を総合的にバランスよく身に付けた児童・生徒の育成を推進し

てきました。 

さらに、教員研修を充実するなど、教員の能力開発や指導力の向上に取り組み、令和元年度か

らは「小中一貫教育の日」を設定し、各中学校区での授業実践交流を通して、小中一貫教育の連

携を図っています。 

今後も、教員の人材育成を確実に行い、学校の教育力を維持・向上させるとともに、学校運営

の改善や諸課題を解決するため、学校評価の実施・公表、校内の組織力の強化などを行う必要が

あります。  

教育施設の面では、これまでも老朽化した学校施設・設備の改修整備を進めるとともに、新た

な教育内容の変化などに対応した施設整備を進めてきました。特に、児童・生徒の安全を確保す

るとともに、災害時の避難所としての機能を高めるため、市内全小・中学校の校舎及び屋内運動

場の耐震補強工事を実施し、平成２３年度までに耐震化率は１００％となっています。設備にお

いては、夏期の暑さ対策として、令和２年度までに普通教室、特別教室及び屋内運動場に空調設

備を設置しました。 

今後も、児童・生徒が安全に学校生活を送ることができるよう、「学校施設長寿命化計画」を

踏まえ、学校施設・設備の整備及び老朽化対策を計画的に推進する必要があります。 

また、文部科学省の提唱する「ＧＩＧＡスクール構想」の実現に向け、１人１台端末と高速大

容量の通信ネットワークを一体的に整備しており、多様な子供たち一人一人に個別最適化された

学びを推進していく必要があります。  

このほか、地域の実態に応じた学校規模の適正化を図り、地域の特性を生かした教育活動を展

開することが課題となっています。また、経済的理由により就学が困難な家庭に対しては、その

負担を軽減するための支援を行うことが求められています。 

一方、教員の「働き方改革」では、学校を取り巻く課題が複雑化・多様化し、教員に求められ

る役割が拡大する中、教員の負担軽減を図り、教員の職の魅力を高めることなどが、教育の質の

向上という点において重要となっています。 
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学校教育施設位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育総務課 資料 

 

 

 

 

 

小学校 

中学校 

第十小学校 

 
第五中学校 

 

第二小学校 

 第一中学校 

 

第八小学校 

 

第三小学校 

 

第三中学校 

 

雷塚小学校 

 

(小中一貫校村山学園) 

 

(小中一貫校大南学園) 

 

第九小学校 

 

第一小学校 

 

第四中学校 

 
第七小学校 

 

第二中学校 

 
第四小学校 
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（５）生きがい・ふれあいを育む生涯学習 

「人生１００年時代」の到来が予測される中、様々な場面において、生涯にわたって質の高い

学びを重ね、豊かな人生を送り、主体的に地域や社会の活動に活かしていこうとする気持ちや態

度を育む生涯学習社会の実現が求められています。 

本市では、市民の生涯にわたる学習活動や社会参加活動を支援するため、推進体制の整備や出

前講座の充実、学習機会の拡充や場の提供などについての施策を推進してきました。  

市内にある地区会館、公民館、図書館、地区図書館、市民会館（さくらホール）などの施設を、

生涯学習を実践する中心的な教育機関として位置付け、市民の生涯学習活動の場として、あるい

は生涯学習情報の提供の場として運営しています。そこで、市民の様々なニーズに応えるため、

引き続き、学習施設や講座内容などを充実するとともに、生涯学習情報の提供や施設等の利用し

やすいシステムの運用、各種団体などへの支援を行っていくことが必要です。 

また、図書館では、学校図書館と十分な連携・協力を図りながら、読書活動の推進に努めてき

ました。今後も子供の読書活動を一層推進するため、子供が自主的に読書活動を行うことができ

るよう、子供読書活動推進計画を踏まえ、子供読書活動に関する施策を推進していく必要があり

ます。 

 

平成３０年度 市民意識調査 教育 

ｎ＝450

学習するための施設の充実 

学習活動に関する情報を市報やホームページなどを通して提供する

講座や教室の内容の充実

祭りや催し物など市民の親睦が深められるような場の充実 

高齢者・女性・勤労者・青少年といった対象ごとの講座の充実

土日や夜間の講座の充実 

スポーツ・レクリエーションの機会の充実

学習の成果を地域や社会に還元できるような仕組みづくり

小・中学校の施設の開放

異世代交流を促進するような講座の充実 

学習相談窓口の充実

郷土芸能の充実

学習の成果を発表する機会の充実

その他 

無回答

問 58 　生涯学習をより一層充実させるために、市はどのようなことに力を入れたらよいと思
　　　　いますか。（３つまで回答）
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（６）スポーツ・レクリエーションを楽しむ環境づくり  

人生１００年時代の到来が予測される中、スポーツの「力」が健康で活力に満ちた長寿社会の

実現にとどまらず、地域の絆を育み、市民に夢と感動を与え、地域の新しい力の創造につながる

等、まちの持続的な発展やより良い地域づくりにおいても必要であると考えられています。 

一方、スポーツやレクリエーションに親しむことは、体力の向上や精神的なストレスの発散な

ど、心身の両面にわたる健康の保持増進につながることから、市民のニーズは高く多様化する傾

向にあります。 

本市では、総合体育館を拠点として、スポーツ・レクリエーション事業の拡充を図り、市民の

健康・体力づくりの活性化を考慮し、スポーツ振興に関わる施策を推進してきました。 

また、市民が生涯を通じてスポーツを愛し親しむことで、健康で豊かな心とからだを育むこと

ができる、明るく活力に満ちたまちづくりを目指し、平成２６年１０月５日に「武蔵村山市スポ

ーツ都市宣言」を行いました。 

さらに、平成２７年７月にはスポーツ少年団を設立し、スポーツを通じた青少年の健全育成や

指導者育成を図っています。 

今後は、「武蔵村山市第二次スポーツ推進計画（令和４年度～令和１３年度）」を基に、誰も

が気軽にスポーツやレクリエーションに接し、楽しむことができる環境を整備するとともに、こ

れまで運動をする機会が少なかった市民に、スポーツ事業等への参加を促進することで楽しみを

持ってもらい、生活の充実度の向上を図る必要があります。 

また、生涯にわたってスポーツとの関わりを持つことができる環境を整えるためには、地域と

連携した取組が肝要です。そのために、住民が主体的に運営する武蔵村山市総合型地域スポーツ

クラブ（よってかっしぇクラブ）の充実を図る必要があります。 
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体育施設利用状況 

（単位：回） 

施 設 名 
利 用 状 況 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

総合運動公園運動場 

第 １ ５７１ ５０３ ５６２ 

第 ２ ４６２ ５３２ ３８８ 

第 ３ ６０４ ４８２ ３６５ 

野 山 北 公 園 運 動 場 ２６９ ２８５ ２６８ 

雷 塚 公 園 野 球 場 ６０１ ５７７ ５２１ 

大 南 公 園 野 球 場 ６４６ ６４９ ５１３ 

雷 塚 公 園 庭 球 場 １，１０９ １，０５８ ６８９ 

大 南 公 園 庭 球 場 ２，３４７ ２，０４２ １，８０５ 

三 ツ 木 庭 球 場 １，６７１ １，６１４ １，４８９ 

野 山 北 公 園 プ ー ル ５，２０９人 ４，３５５人 ５，９７５人 

スポーツ振興課 資料 

 

 

スポーツ・レクリエーション活動各種大会の児童参加状況 

（単位：人） 

大 会 名 

参 加 状 況 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

男子 女子 男子 女子 男子 女子 

少年野球大会 ２３９ ２２６ ２００ 

少年少女サッカー大会 ２７８  ９１ ２６８  ３８ 中止 

少年少女ドッジボール大会 ５３５ ３３８ ４７５ ３２３ 中止 

村山っ子相撲大会 １６１  ５１ １４５  ３８ 中止 

※ 少年野球大会は、男女混合チームでの参加のため、男女別参加状況は集計していない。 

                            スポーツ振興課 資料 
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（７）次世代に継承する文化財の保護・保存、活用  

本市には、縄文時代の遺跡である吉祥山遺跡をはじめとする遺跡等や、古くから残る文化財が

あり、指定文化財も数多く、市民の財産として保護・保存を図っています。 

また、歴史民俗資料館を拠点として文化財に関する調査・研究や講座・教室事業等を行うとと

もに、保護・保存と合わせて、展示などの活用に努めています。 

しかし、都市開発の進行や高齢化の進展とともに、これらの貴重な文化財が失われつつあり、

市の財産である歴史・伝統を未来に受け継いでいくために、引き続き伝統文化・文化財等を保存・

継承していく必要があります。 

今後も、伝統文化や文化財に対する市民の関心と理解を高め、歴史・伝統に触れる機会の提供

を図り、文化財の保護思想の普及を図っていく必要があります。 

さらに、地域の伝統的な文化を子供たちの世代に継承していくための機会を提供し、保護思想

の高揚に努める必要があります。 

 

指定文化財一覧 

令和３年３月末現在 

指定種別 名 称 所在地 所有者又は保持者等 指定年月 

都指定 

無形文化財 
村山大島紬 本町二丁目 村山織物協同組合 昭和４２年３月 

都指定無形

民俗文化財 双盤念仏(薬師念仏鉦
かね

はり) 三ツ木三丁目 薬師念仏鉦
かね

はり保存会 平成３年３月 

市指定 

有形文化財 

眞福寺梵鐘 
中藤一丁目 眞福寺 昭和５１年４月 

眞福寺格天井花鳥画 

指田日記 中央三丁目 指田和明 
昭和５１年４月 

平成１５年６月 

市指定有形

民俗文化財 

細田山庚申塔 三ツ木三丁目 慈眼寺 

昭和５１年４月 

大日堂庚申塔 神明三丁目 藤野直平 

市指定史跡 三本榎 榎三丁目 武蔵村山市 

市指定旧跡 地頭大河内氏墓 本町三丁目 長圓寺 

市指定無形

民俗文化財 

三ツ木天王様祇園ばやし 三ツ木五丁目 三ツ木天王様祇園ばやし保存会 

重松囃子 中央三丁目 萩赤重松囃子保存会 

横中馬獅子舞 本町三丁目 横中馬獅子舞保存会 

市指定有形

民俗文化財 

神明ヶ谷戸大日堂の大日如来像 神明三丁目 藤野直平 

平成７年１２月 

堂山墓地の如意輪観音像 神明二丁目 眞福寺 

原山の馬頭観世音菩薩 中央二丁目 指田登美子 

市指定 

有形文化財 萩ノ尾薬師堂の宝篋
ほうきょう

印塔 中央三丁目 萩ノ尾薬師堂 

市指定有形

民俗文化財 
猿久保尾根の庚申塔 岸三丁目 禅昌寺 

市指定 

有形文化財 
村山織物協同組合事務所 本町二丁目 村山織物協同組合 

平成１３年１２月 
市指定無形

民俗文化財 
谷津仙元神社富士講 中藤三丁目 仙元神社富士講谷津講社 

市指定 

有形文化財 

屋敷山遺跡出土人面装飾付土器 
本町五丁目 武蔵村山市 平成１５年６月 

屋敷山遺跡出土中世常滑窯大甕 

市指定旧跡 東京陸軍少年飛行兵学校跡地 大南三丁目 
武蔵村山市 

平成１９年７月 
禅昌寺 

市指定 

有形文化財 

乙幡市郎右衛門家文書 

本町五丁目 武蔵村山市 平成２７年７月 内野佐兵衛家文書 

渡辺源蔵家文書 

文化振興課 資料 
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（８）教育財産の計画的な管理と有効活用の推進 

市が保有する公共施設の中で、学校教育系施設と社会教育・文化施設が大きな割合を占めてい

ます。これまでも、児童の放課後活動や市民のスポーツ活動などの目的に、施設の多面的な利用

を図ってきました。 

学校教育系施設の管理では、今後の入学者数の前提となる年少人口の動向や、防災面も含めた

地域コミュニティの在り方との整合性を踏まえ、学校ごとに①長寿命化による延命措置、②複合

利用を前提とする建替え、③将来の用途変更に対応可能な建替え、④耐用年数到来時における集

約化など、各種の観点から将来の方向性を検討し、二重投資の抑制を図りながら計画的な施設の

更新と最適配置の実現を図ります。 

また、学校教育系施設は、地域に密着した施設であり、子供たちの教育活動のためのみならず、

市民の学習や交流など様々な用途に積極的な活用が期待されます。 

今後も、様々な用途が考えられる学校施設を中心に、多様な視点に立って積極的な活用を推進

する必要があります。 

 

 

（９）教育委員会と関係機関との一層の連携 

近年、子供たちを取り巻く社会環境や家庭環境は大きく変化しており、教育上の課題も多様化、

複雑化しています。学校現場だけでは対応が困難な事例も増加しており、その解決に向けて、高

い専門性を求められる場面も見られます。 

一方で、市民の生涯学習活動に関しては、継続性と整合性のとれた、長期的な展望に立った施

策の展開が求められています。 

そのため、地方公共団体の長と教育委員会で構成する「総合教育会議」が設置され、教育委員会と

市長部局の連携を図ってきました。 

今後も引き続き、教育委員会と市長部局などの関係機関が一層連携し、教育上の諸課題への対応や、

教育施策の推進に取り組んでいくことが求められます。 
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４ 計画の方向性 

教育大綱の基本理念及び基本方針は本市の教育行政を推進するための基本指針であることから、

教育大綱の基本理念及び基本方針を、本計画の基本理念及び基本方針として位置付けます。 

また、教育委員会は次のとおり教育目標を定め、教育目標の実現に向けて取り組むべき具体的

な教育施策を体系的に定めます。 

 

■教育目標 
 

武蔵村山市教育委員会は、日本国憲法及び教育基本法の精神にのっとり、我が国と郷土の未来

を切り拓く教育の基本を確立し、その振興を図るため、以下の「教育目標」を制定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の教育目標の達成に向けて、武蔵村山市教育委員会は、児童・生徒及び市民のための教育

が、家庭・学校及び地域のそれぞれが責任を果たし、連携して行われることを目指して、施策の

充実を図っていく。 

平成２３年１２月 教育委員会決定 

 

学校教育においては、家庭における教育の成果を基盤としながら、児童・生徒が、豊かな

心をもち、確かな学力や健やかな体力を身に付けることができるようにするために、 

 

○ 自ら学び、主体的に判断し、創造力豊かに、よりよく問題を解決しようとする子供 

○ 思いやりと協力を重んじ、規範意識及び公共の精神に基づき、進んで社会の形成に参画

しようとする子供 

○ 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与しようとする子供 

○ 伝統と文化を尊重し、我が国と郷土を愛するとともに、国際社会の平和と発展に貢献し

ようとする子供 

 

の育成を重視する。 
 

社会教育においては、あらゆる場所における学習を通して、市民一人一人が、自己の人格

を磨き、互いに支え合いながら豊かな人生を送ることができるようにするために、 

 

○ 自ら進んで、幅広い知識と教養を身に付け、豊かな情操と健やかな身体を養おうとする

人間 

○ 個人の尊厳を重んじるとともに、公共の精神に基づき、主体的に社会の発展に寄与しよ

うとする人間 

○ 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与しようとする人間 

○ 伝統と文化を継承し、我が国と郷土を愛するとともに、新しい文化の創造及び世界の平

和と人類の福祉に貢献しようとする人間 

 

を育成する生涯学習社会の実現を目指す。 
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５ 施策体系 

基本方針 基本施策 具体的施策 

１ 生きる

力を育む

教育の推

進 

⑴ 豊かな心を育む教育の

推進 

① 人権教育の推進【重点】 

② 道徳教育の充実【重点】 

③ 体験・鑑賞活動の充実 

⑵ 学力向上策の推進 
④ 確かな学力の定着【重点】 

⑤ 読書活動の推進と言語能力の育成 

⑶ 健康な身体や体力を育

む教育の推進 

⑥ 体力向上策の推進【重点】 

⑦ 食育の充実 

⑧ 心と身体の健康管理の充実 

⑷ 社会の変化に対応でき

る力を育む教育の推進 

⑨ 安全教育の充実【重点】 

⑩ ＧＩＧＡスクール構想の推進【重点】 

⑪ 国際理解教育の充実【重点】 

⑫ 日本の伝統・文化教育の充実 

⑬ キャリア教育の充実 

⑸ 個に応じた支援と指導

の充実 

⑭ 特別支援教育の充実【重点】 

⑮ 不登校への対応・適応指導の充実 

⑯ 学校における教育相談体制の整備 

⑹ オリンピック・パラリ

ンピック教育の推進 
⑰ オリンピック・パラリンピック教育の推進 

２ 学校・家

庭・地域の

連携・協働

の推進 

⑴ 開かれた学校づくりの

推進 

⑱ コミュニティ・スクールの充実【重点】 

⑲ 一斉学校公開等の実施 

⑳ 広報の充実 

⑵ 学校・家庭・地域の協

働体制の構築 

㉑ 新・放課後子ども総合プラン事業の推進 

㉒ 家庭教育の支援【重点】 

㉓ カリキュラム・マネジメントの推進 

㉔ 児童・生徒の安全確保【重点】 
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基本方針 基本施策 具体的施策 

３ 教育の

質の向上

と教育環

境の整備 

⑴ 特色ある学校づくり

の推進 

㉕ 小中一貫教育・小中連携教育の推進【重点】 

㉖ 一校一研究の推進 

㉗ 部活動等の充実 

⑵ 教職員の質の向上と

教員の「働き方改革」の

推進 

㉘ 教職員研修・研究の充実 

㉙ 授業改善の推進【重点】 

㉚ 教員の「働き方改革」の推進【重点】 

⑶ 学校経営力の充実 
㉛ 人材育成の推進 

㉜ 学校評価の充実【重点】 

⑷ 学校教育環境の充実 

㉝ 学校施設・設備の整備【重点】 

㉞ 教育機器・教材の整備 

㉟ 学校ＩＣＴ環境の整備【重点】 

㊱ 学校規模適正化の推進【重点】 

㊲ 通学区域と中学校学校選択制の推進 

㊳ 学校給食の充実【重点】 

㊴ （仮称）防災食育センターの整備と小学校学校給

食調理等業務の民間委託【重点】 

㊵ 経済的支援の実施 

４ 自己実

現を目指

す生涯学

習の推進 

⑴ 生きがい、ふれあいを

育む生涯学習の推進 

㊶ 生涯学習の推進【重点】 

㊷ 生涯学習情報の提供と学習機会の充実【重点】 

㊸ 生涯学習施設・設備の整備 

㊹ 図書館運営の充実【重点】 

⑵ スポーツ・レクリエー

ション活動の推進 

㊺ スポーツの推進【重点】 

㊻ スポーツ施設・設備の整備 

⑶ 郷土を愛し、理解を深

める文化財の保護・活用 
㊼ 文化財の調査、保護・活用【重点】 

５ 教育財

産の有効

活用の推

進 

⑴ 教育財産の有効活用

の推進 

㊽ 新・放課後子ども総合プラン事業の推進に伴う施

設の有効活用 

㊾ 校庭・屋内運動場開放の推進 

㊿ 生涯学習施設・設備の整備 
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６ 重点的に取り組む施策 

施策の体系の５つの基本方針の下に位置付けた具体的施策の中で、特に重点的に取り組む施策

を重点施策とし、今後５年間で重点的・優先的に取り組みます。 

 

基本方針 重点施策 

１ 生きる力を育む教育の推進 

① 人権教育の推進 

② 道徳教育の充実 

④ 確かな学力の定着 

⑥ 体力向上策の推進 

⑨ 安全教育の充実 

⑩ ＧＩＧＡスクール構想の推進 

⑪ 国際理解教育の充実 

⑭ 特別支援教育の充実 

２ 学校・家庭・地域の連携・協働 

の推進 

⑱ コミュニティ・スクールの充実 

㉒ 家庭教育の支援 

㉔ 児童・生徒の安全確保 

３ 教育の質の向上と教育環境の整備 

㉕ 小中一貫教育・小中連携教育の推進 

㉙ 授業改善の推進 

㉚ 教員の「働き方改革」の推進 

㉜ 学校評価の充実 

㉝ 学校施設・設備の整備 

㉟ 学校ＩＣＴ環境の整備 

㊱ 学校規模適正化の推進 

㊳ 学校給食の充実 

㊴ （仮称）防災食育センターの整備と小学校学校給

食調理等業務の民間委託 

４ 自己実現を目指す生涯学習の推進 

㊶ 生涯学習の推進 

㊷ 生涯学習情報の提供と学習機会の充実 

㊹ 図書館運営の充実 

㊺ スポーツの推進 

㊼ 文化財の調査、保護・活用 

５ 教育財産の有効活用の推進 ― 
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第３章 今後５年間で取り組むべき基本施策 

 

基本方針１ 生きる力を育む教育の推進 

自立した一人の人間として生きる力を育む教育を推進するとともに、児童・生徒が豊かな心を

持ち、確かな学力や健やかな体力を身に付けることができるように取り組みます。 

また、生涯にわたり主体的に学び続ける児童・生徒を育成するために、「主体的・対話的で深

い学び」の実現に向けた授業改善に取り組むとともに、情報化や国際化など、急速かつ激しく変

化する社会に対応できる力を育む教育を推進します。 

 

 

基本施策（１）豊かな心を育む教育の推進 

具体的施策① 人権教育の推進【重点】 

 あらゆる偏見や差別をなくすため、全ての教育活動を通して人権教育を推進するとともに、

学校 ・家庭 ・地域、関係機関と連携し、児童 ・生徒にいじめは絶対に許されないことを徹

底して指導します。 

 性別、年齢、障害の有無、国籍及び宗教など、価値観は多様であることを理解し、相互に尊

重する態度や行動を促すダイバーシティ教育を推進します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

人権教育の推進 

学校・家庭・地域、関係機関の連携の下に、児童・

生徒に、いじめは絶対に許されないことを徹底して

指導するとともに、あらゆる偏見や差別をなくすた

め、全ての教育活動を通して人権教育を推進します。 

教育指導課 

人権教育全体計画の作 

成と人権諸課題に関す 

る指導の充実 

児童・生徒が自分の人権のみならず、他人の人権

についても正しく理解し、自分の大切さとともに他

の人の大切さが認められるよう、全ての小・中学校

において人権教育全体計画を作成し、全ての教育活

動を通して人権教育を推進します。 

教育指導課 

ダイバーシティ教育の

促進 

多様性を認め、児童・生徒一人一人が、性差や人

種、障害等にとらわれず活躍できる教育を推進しま

す。 

教育指導課 
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具体的な施策② 道徳教育の充実【重点】 

 学校 ・家庭 ・地域がそれぞれの役割を発揮し、相互の緊密な連携の下、地域ぐるみで、児

童 ・生徒一人一人を見守り、育てる環境を整備するとともに、道徳的実践活動を通し、心の

教育の充実を図ります。 

 毎年度「道徳授業地区公開講座」を実施し、家庭や地域と連携して子供たちの豊かな心を育

むとともに、道徳教育の一層の充実を図ります。 

 学習指導要領の改訂や義務教育における道徳の教科化を踏まえ、各学校における道徳科を道

徳教育の要の時間と位置付け、各教科等における道徳教育との密接な関連を図りながら、計

画的、発展的に道徳的価値や人間としての生き方について自覚を深められるようにするとと

もに、道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度を育成します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

道徳科及び道徳授業 

地区公開講座の充実 

小・中学校における道徳科の充実を図るとともに、

道徳科の授業を保護者及び地域に公開することによ

り、家庭、学校及び地域社会が連携して子供たちの

豊かな心を育めるようにします。 

教育指導課 

各教科等における道徳 

教育の推進 

各学校における道徳科を道徳教育の要の時間と位

置付け、各教科等における道徳教育との密接な関連

を図りながら、計画的、発展的に道徳的価値や人間

としての生き方について自覚を深められるようにす

るとともに、道徳的実践力を育成します。 

教育指導課 

 

 



２７ 

 

 

具体的施策③ 体験・鑑賞活動の充実 

 地域の自然や歴史、文化などに直接触れる郷土学習や福祉の心を育てるボランティア活動に

参加させるとともに、小学校での「稲作体験」や「移動教室」、中学校での「職場体験」や

「修学旅行」などを通し、子供たちの発達段階に応じた体験活動の充実を図ります。 

 豊かな心や感性を育むために、子供たちの「音楽鑑賞・芸術鑑賞」の充実を図ります。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

小学校での稲作体験の

実施 

野山北公園の水田を活用し、体験学習の一環とし

て、市内全小学校５年生による稲作体験を実施しま

す。 

教育指導課 

小学校での移動教室の

実施 

集団での宿泊体験を通して、より良い人間関係を

築くとともに、思いやりの心やあきらめない気持ち

を育むため、市内全小学校６年生による日光移動教

室を実施します。 

教育指導課 

小・中学校での生産体 

験の実施 

小・中学校において、学校農園や近隣の農園等を

活用して、生産活動を行います。 
教育指導課 

中学校での移動教室・ 

修学旅行の実施 

自然との関わりを深めるとともに、最後まで努力

する態度を育むため、市内全中学校でスキー教室及

び修学旅行を実施します。 

教育指導課 

音楽鑑賞・芸術鑑賞の実

施 

日頃、接することの少ないオーケストラの生演奏

及び演劇の舞台を鑑賞し、豊かな心情を育てるとと

もに、鑑賞態度を学ぶために、音楽鑑賞・芸術鑑賞

を実施します。 

教育指導課 
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基本施策（２）学力向上策の推進 

具体的施策④ 確かな学力の定着【重点】 

 「全国学力・学習状況調査」並びに東京都及び本市による「児童・生徒の学力向上を図るた

めの調査」等を通して、児童・生徒の学力の定着状況及び「学びに向かう力」等に関する意

識を把握・分析します。 

 各学校が学力に関わる諸調査の結果及び授業評価に基づいて「授業改善推進プラン」を作成

し、授業の質的改善を図るとともに、基礎的、基本的な知識・技能の確実な定着を図るなど、

確かな学力の定着を目指します。また、児童・生徒一人一人に確かな学力を身に付けさせる

基盤となる学習意欲の向上及び学習規律の確立を図るため、常に指導方法を工夫・改善し、

子供の特性や習熟の程度に応じた学習集団を編成するなど、指導体制の工夫・改善に努めま

す。 

 学力向上策の一環として、小学校漢字検定及び中学校英語検定を実施します。 

 変化の激しい時代を生き抜き、生涯にわたり主体的に学び続ける児童・生徒を育成するたた

めに、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善に取り組み、質の高い授業の

展開を図ります。 

 家庭での学習が困難又は、学習習慣が十分に身に付いていない児童・生徒を対象に、地域住

民等の協力により「地域未来塾」事業を推進し、学習支援を実施します。 

 少人数指導、習熟度別指導、ティーム・ティーチングやＧＩＧＡスクール構想の推進による

１人１台端末を活用するなど、個別最適化の学びを実現し、個に応じた指導に努めます。 

 小・中学校で教科学習や様々な体験活動等を実施するにあたり、地域のボランティアの方の

知識・技能の提供を受けることにより、学校教育の一層の充実を図るとともに、地域に開か

れた学校づくりの充実を図ります。 

 市内全小学校に多様な経験を有する市民を補助教員として派遣し、一人一人に目の行き届い

た教育を実現するとともに、地域で学校を支える体制づくりに努めます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

学力調査の実施 

児童・生徒の学力向上を図るために、「児童・生

徒の学力向上を図るための調査（市調査）」、「全

国学力・学習状況調査（国調査）」、「児童・生徒

の学力向上を図るための調査（都調査）」を実施し、

成果を検証するとともに、課題の把握・分析をしま

す。 

教育指導課 

授業改善推進プランの

作成・活用 

国、東京都、本市の学力調査の結果及び児童・生

徒の実態等に基づき、各学校において「授業改善推

進プラン」を作成し、授業の質的向上を図るととも

に、児童・生徒一人一人の学力向上を目指します。 

教育指導課 

小学校漢字検定の実施 

小学校４年生及び６年生の児童に、学力向上策の

一環として、市独自の漢字検定を受検させることに

より、目標に向かって努力する態度を育むとともに、

学習習慣の定着を目的として実施します。 

教育指導課 
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主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

中学校英語検定の実施 

中学校３年生の生徒に、学力向上策の一環として、

英語検定を受検させることにより、目標に向かって

努力する態度を育むとともに、学習習慣の定着を目

的として実施します。 

教育指導課 

「主体的・対話的で深い

学び」からの授業改善 

児童・生徒の「主体的・対話的で深い学び」の実

現を目標として、授業改善を図ります。 
教育指導課 

地域未来塾の実施 

 家庭での学習が困難又は、学習習慣が十分に身に

付いていない児童・生徒を対象に、地域住民等の協

力により学習支援を実施し、学習習慣の確立や基礎

学力の定着を図ります。 

文化振興課 

個に応じた指導の実施 

（少人数指導・習熟度 

別指導・ティーム・ティ 

ーチング） 

児童・生徒の学習意欲の向上や学力の向上を図る

ため、少人数指導、習熟度別指導、ティーム・ティ

ーチング等による個に応じたきめ細かな指導を実施

します。 

教育指導課 

教育ボランティアの派

遣 

小・中学校で教科学習や様々な体験活動等を実施

するに当たり、支援者として地域からボランティア

を募り、その方の知識・技能の提供を受けることに

より、学校教育の一層の充実を図るとともに、地域

に開かれた学校づくりに寄与します。 

教育指導課 

小学校補助教員の派遣 

市内全小学校に多様な経験を有する市民を補助教

員として派遣し、その知識、経験を児童の指導等に

活用することにより、一人一人に目の行き届いた教

育の実現に資するとともに、地域で学校を支える体

制づくりを支援します。 

教育指導課 
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具体的施策⑤ 読書活動の推進と言語能力の育成 

 各校で「学校図書館活用計画」を作成し、学校図書館担当教員、司書教諭、学校司書、ボラ

ンティア等が連携し、各学校で「読み聞かせ」を実施するなど、児童・生徒の読書活動を一

層推進します。 

 学校図書館と市立図書館の連携を強化するとともに、児童・生徒に読書活動を通して考える

力や豊かな感性、情緒などを身に付けさせ、人間力の基礎となる「言語力」の育成を図りま

す。 

 市内全小・中学校に１名ずつ専任の学校司書を週４日配置し、学校における読書活動を推進

します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

読み聞かせの実践 

学級担任や上級生、ボランティア等により、各学

校で「読み聞かせ」を実施し、読書への関心を高め

ます。 

教育指導課 

学校図書館の利用促進 

児童・生徒に親しまれる図書や調べ学習に役立つ

図書資料を充実させるとともに、学校図書館の利用

促進を図るための利用指導を行います。  

教育指導課 

学校司書の配置と活用

の推進 

市内全小・中学校に１名ずつ専任の学校司書を週

４日配置し、学校における読書活動を推進し、児童・

生徒に豊かな感性や情緒を身に付けさせるととも

に、言語力の育成を図ります。 

教育指導課 
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基本施策（３）健康な身体や体力を育む教育の推進 

具体的施策⑥ 体力向上策の推進【重点】 

 児童・生徒一人一人の体力の向上及び健康の保持増進を図るため、学校・家庭・地域が連携

した体力向上策を推進します。 

 東京都教育委員会と連携し、体力テストを実施し、「体力向上全体計画」を作成するととも

に、体育授業の改善に役立てます。 

 各校の「体力向上全体計画」を踏まえ、体力の向上及び健康の保持増進を図るため、体育の

時間内で運動量を増やすなど、指導法の工夫・改善を図ります。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

東京都統一体力テスト 

の実施・分析 

東京都教育委員会と連携し、体力テストを実施す

ることにより、児童・生徒の体力の実態を把握し、

実態に応じた「体力向上全体計画」を作成するとと

もに、体育授業の改善に役立てます。 

教育指導課 

体力向上に向けた指導 

法の工夫・改善 

各校の「体力向上全体計画」を踏まえ、体力の向

上及び健康の保持増進を図るため、体育の時間内で

運動量を増やすなど、指導法の工夫・改善を図りま

す。 

教育指導課 

 

具体的施策⑦ 食育の充実 

 「第三次健康増進計画・食育推進計画」を踏まえ、学校、家庭及び地域等と連携し、食育を

推進します。 

 各学校では、「食に関する指導全体計画」に基づき、食育リーダー及び食育推進チームを中

心とした指導体制を一層充実するとともに、食品ロスの削減に向けた取組や、望ましい食習

慣など健康的な生活習慣の形成を促進します。 

 老朽化した学校給食センターに代わる施設として、「防災まちづくり構想」に基づき、災害

時は応急給食拠点として稼働し、平常時は学校給食の提供などを行う「（仮称）防災食育セ

ンター」を整備します。 

 

主要施策・主要事業

名 
概  要 事業担当課 

第三次健康増進計画・ 

食育推進計画の推進 

第三次健康増進計画・食育推進計画を踏まえ、

各学校で食育リーダーを選任し、食に関する全体

計画を作成し、家庭へ情報発信を行うほか、学校

給食を通じて食育を推進します。 

教育指導課 

学校給食課 

健康推進課 

子ども子育て支援課 

（仮称）防災食育セン

ターの整備 

老朽化した学校給食センターに代わる施設と

して、「防災まちづくり構想」に基づき、災害時

は応急給食拠点として稼働し、平常時は学校給食

の提供などを行う「（仮称）防災食育センター」

を整備します。 

学校給食課 



３２ 

 

 

具体的施策⑧ 心と身体の健康管理の充実 

 学校生活に必要な健康の保持増進を目的として、学校保健安全法に基づく定期健康診断や健

康相談を実施するとともに、保健室の利用環境の向上などにより、児童・生徒の健康管理の

充実を図ります。 

 各学校において、病気の予防やけがの応急手当などについて、正しい知識を身に付けられる

ように保健指導を充実します。 

 児童 ・生徒の悩みや課題にきめ細かく対応していくため、スクールカウンセラーによる全員

面接を実施し、児童・生徒が相談しやすい環境を整備することにより、悩みや不安について

早期に対応し、心の健康管理を充実します。 

 第三次学齢期における歯の健康づくり推進プランを推進し、学齢期の歯と口の健康づくりに

努めます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

定期健康診断・就学時 

健康診断の実施 

児童・生徒の心と身体の健康管理のため、定期健

康診断を行うとともに、発達障害の早期発見にも留

意した就学時健康診断を実施します。 

教育総務課 

保健指導の充実 

各学校において、保健指導を充実させ、病気の予

防やけがの応急手当などについて、正しい知識を身

に付けられるようにします。 

教育指導課 

心の健康管理の充実 

各学校にスクールカウンセラーを配置し、相談体

制を整備するとともに、小学５年生及び中学１年生

を対象としてスクールカウンセラーによる全員面接

を実施するなど、教育相談を充実させます。 

教育指導課 

第三次学齢期における

歯の健康づくり推進プ

ランの推進 

第三次学齢期における歯の健康づくり推進プラン

を踏まえ、学齢期の歯と口の健康づくりを推進しま

す。 

教育総務課 
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基本施策（４）社会の変化に対応できる力を育む教育の推進 

具体的施策⑨ 安全教育の充実【重点】 

 新型コロナウイルス感染症などの感染症の学校における感染及びその拡大のリスクを可能な

限り低減した上で、学校運営を継続していく必要があるため、学校における感染症対策など

の衛生管理に努めます。 

 児童・生徒が自分で自分の身を守れるようにするため、各校の安全指導計画や自然災害を含

めた避難訓練実施計画等に基づき、家庭や地域との連携により、生活安全、災害安全及び交

通安全の３領域について、計画的な指導を行います。 

 大規模災害等の発生時に、保護者・地域との連携により、児童・生徒の安全確保ができる体

制の確立に努めます。 

 非行や犯罪から身を守るためのセーフティ教室の実施や地域安全マップの作成、交通安全意

識の向上等を目的としたスケアード・ストレイト教育技法による交通安全教室など、地域や

関係機関と連携した安全教育の充実に努めるとともに、登下校時における防犯ブザーの携行、

スクールガード・リーダーによる巡回指導などを推進します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

学校における衛生管理

の充実 

日常生活における健康観察や衛生管理を充実さ

せ、児童・生徒が健康で安全な生活を送れるように

するとともに、感染症への正しい知識と予防、感染

による偏見や差別が起こらないよう、指導を行いま

す。 

教育指導課 

学校安全計画の作成と 

安全指導の充実 

各学校において、安全指導計画を作成するととも

に、月１回実施する安全指導日等を通して、様々な

想定により生活安全・災害安全・交通安全の３領域

について計画的に指導し、児童・生徒が自分の身を

自分で守れるようにします。 

教育指導課 

避難訓練の実施 

各学校において、様々な想定に基づいた避難訓練

を毎月１回実施し、児童・生徒が避難経路や避難方

法を確実に学べるようにするとともに、自分や他者

の安全を守ろうとする態度を育みます。 

教育指導課 

保護者・地域との連携 

による安全確保体制の 

確立 

大規模災害等の発生時に、保護者・地域との連携

により、児童・生徒の安全確保ができる体制を確立

します。 

教育指導課 

セーフティ教室の開催 

児童・生徒が、交通事故や不審者、ＳＮＳなどを

利用しての犯罪、薬物乱用など、様々な危険に巻き

込まれないよう、学校・家庭・地域・関係機関が連

携し、セーフティ教室を開催します。また、交通事

故防止の意識を高めるため、スケアード・ストレイ

ト教育技法による交通安全教室を開催します。 

教育指導課 

小学生による地域安全 

マップの作成 

児童が生活安全・災害安全・交通安全の様々な視

点から、危険な場所・安全な場所を自分で判断し、

危険を回避するための力を身に付けられるようにす

るため、市内全小学校において、地域安全マップを

作成します。 

教育指導課 



３４ 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

スクールガード・リー 

ダーによる学校安全巡 

回指導 

児童・生徒を犯罪から守るため、スクールガード・

リーダーが学校・通学路等の巡回、学校や児童・生

徒、ＰＴＡ及び地域の学校安全ボランティアへの指

導、安全に関する学校の取組への助言等を行います。 

教育総務課 

交通安全教室・自転車 

安全教室の実施 

東大和警察署との連携により、市内全小学校にお

いて、交通安全教室や自転車安全教室を実施し、交

通安全への意識を高めさせるとともに、自転車運転

免許証を発行して、交通ルールを遵守する指導の徹

底を図ります。 

教育指導課 

 

 

具体的施策⑩ ＧＩＧＡスクール構想の推進【重点】 

 文部科学省の提唱する「ＧＩＧＡスクール構想」の実現のために整備した、１人１台端末や

高速大容量の通信ネットワークを最大限に活用し、多様な子供たち一人一人に個別最適化さ

れた学びを提供し、資質・能力を一層確実に育成できる環境整備と、効果的な学習指導に努

めます。 

 １人１台端末の活用に当たっては、日常の学習活動や生活の中で活用していくとともに、教

員に対する研修を行ったり、学校間での情報共有を行ったりして、効果的に活用できるよう

にしていきます。 

 学習指導要領において、プログラミング教育を推進することは、「コンピュータを理解し上

手に活用していく力を身に付けることは、あらゆる活動においてコンピュータ等を活用する

ことが求めれる子供たちにとって極めて重要」とされていることから、１人１台端末に整備

されたアプリケーションを活用することはもとより、様々な教科等で指導するなど、プログ

ラミング教育を充実します。 

 情報モラル及び情報リテラシー教育の徹底により、インターネットなどの正しい利用方法の

指導を行うとともに、インターネット活用に関連する多種多様な危険や犯罪に巻き込まれな

いよう、情報教育を充実します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

小・中学校コンピュー 

タ等の活用の推進 

急速に進展する情報化社会において、コンピュー

タ等を利用した学習を通じ、児童・生徒に情報活用

の基本的ルールを習得させるとともに、主体的に情

報を収集・選択し、活用する能力を身に付けさせま

す。 

教育総務課 

プログラミング教育の

充実 

１人１台端末によるソフトの活用や、プログラミ

ング教材を用いるとともに、様々な教科においてプ

ログラミング的思考を育みます。 

教育指導課 

情報モラル及び情報リ

テラシー教育の充実 

コンピュータや図書館を利用した学習を通して、

児童・生徒の情報活用能力を育成するとともに、情

報モラル及び情報リテラシーについての指導を推進

します。 

教育指導課 

 



３５ 

 

 

具体的施策⑪ 国際理解教育の充実【重点】 

 外国の言語や文化について理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を

育成するため、中学校におけるＡＬＴ（外国語指導助手）などの活用を一層推進します。 

 外国語によるコミュニケーションにおける見方・考え方を働かせ、外国語による聞くこと、

話すことの言語活動を通して、コミュニケーションを図る素地となる資質・能力を育成する

外国語活動の充実を図ります。 

 小学校においては、学習指導要領の趣旨を踏まえ、「武蔵村山市立小学校英語活動モデルカ

リキュラム」に基づいた指導や、ＡＬＴや英語活動支援員などを活用し、コミュニケーショ

ン能力の素地を養う指導の充実を図ります。 

 帰国子女や外国籍の児童・生徒については、日本社会の生活に速やかに適応できるよう、日

本語指導及び生活指導の充実を図ります。 

 児童・生徒が様々な国の人々や文化に触れることができるように、国際姉妹校との連携によ

る交流活動や、民間団体の国際交流活動との連携に努めます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

ＡＬＴ（外国語指導助 

手）の派遣・配置 

外国語（英語）教育及び外国語活動（英語活動）

の充実を図るとともに、国際理解教育を一層推進す

るため、「語学指導等を行う外国青年招致事業（Ｊ

ＥＴプログラム）」により、各小・中学校にＡＬＴ

（外国語指導助手）を派遣・配置します。 

教育指導課 

小学校英語活動支援員 

の配置 

小学校における外国語活動（英語活動）を通して、

コミュニケーションへの興味・関心を高め、積極的

にコミュニケーションを図ろうとする態度を育成す

るため、各小学校に英語活動支援員を配置します。 

教育指導課 

帰国子女等指導助手の 

配置 

帰国子女や外国籍の児童・生徒が、学校生活に適

応できるよう、小中一貫校村山学園小学部及び中学

部の「日本語学級」に、帰国子女等指導助手を配置

し、日本語指導等を行います。 

教育指導課 

国際姉妹校・国際交流 

活動との連携 

国際姉妹校との連携による交流活動や、民間団体

の国際交流活動との連携を通して、児童・生徒が様々

な国の人々や文化に触れることができるようにしま

す。 

教育指導課 

 



３６ 

 

 

具体的施策⑫ 日本の伝統・文化教育の充実 

 国際社会で活躍する日本人の育成を図るため、児童・生徒の発達の段階を踏まえ、各教科等

を通じて、日本の伝統や文化、東京都や本市の歴史と風土について学ぶ機会の充実を図りま

す。 

 我が国や郷土を愛し、伝統や文化を継承・発展させようとするとともに、他国を尊重し、国

際社会の平和と発展に寄与する態度を育む教育を推進します。 

 体験活動を通し、日本の伝統や文化及び地域の歴史と風土について学ぶ機会の充実を図り、

伝統や文化を継承する態度を育みます。 

 郷土の特色を教材化した授業づくりを推進し、郷土武蔵村山市を愛する心や、伝統や文化を

継承しようとする態度を育みます。 

 
 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

各教科等における日本 

の伝統・文化教育の推 

進 

教育基本法、学校教育法、学習指導要領等の趣旨

を踏まえ、各教科等において、日本の伝統・文化教

育を推進し、児童・生徒が我が国の歴史や文化を継

承していこうとする気持ちをもてるようにします。 

教育指導課 

体験活動を通した日本 

の伝統・文化教育の推 

進 

餅つき、相撲、菊づくり、絵手紙づくり、箏（そ

う）演奏などの体験活動を通し、日本の伝統や文化

及び地域の歴史と風土について学ぶ機会の充実を図

り、伝統や文化を継承する態度を育む教育を推進し

ます。 

教育指導課 

地域との連携による伝 

統・文化教育の推進 

地域の人材との連携により、村山大島紬やお茶、

蚕、うどんなど、郷土の特色を教材化した授業づく

りを推進し、郷土武蔵村山市を愛する心や、伝統や

文化を継承しようとする態度を育みます。 

教育指導課 

 

 

 

 

 

 



３７ 

 

 

具体的施策⑬ キャリア教育の充実 

 小中一貫教育の視点を踏まえ、児童・生徒が自らの生き方を考え、自らのキャリア形成のた

めに必要な様々な基礎的・汎用的能力を育成するため、「キャリア教育全体計画」に基づき、

地域や企業と連携した計画的・組織的なキャリア教育・進路指導を推進します。 

 中学校では職場体験を引き続き実施し、生徒に働くことの意義について理解を深めます。 

 教育活動に地域の人材を活用し、地域に根差した教育や、世代間交流を促進します。 

 小学校から高等学校までのキャリア教育に関わる諸活動について、自らの学習状況やキャリ

ア形成を見通したり、振り返ったりしながら、自身の形容や成長を自己評価できるよう工夫

された個人評価ツール「キャリア・パスポート」を活用し、児童・生徒が主体的に学びに向

かう力を育み、自己実現を図っていくことができるよう取り組みます。 

 学校が「キャリア・パスポート」を効果的に活用し、キャリア教育の充実を図るために、進

路指導主任会等において、好事例の紹介をするとともに、校内推進体制の把握に努め、工夫・

改善のための指導を行います。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

キャリア教育全体計画 

の作成と各教科等にお 

けるキャリア教育の推 

進 

各学校において「キャリア教育全体計画」に基づ

き、計画的にキャリア教育を推進し、児童・生徒が

将来への夢をもてるようにするとともに、望ましい

勤労観を育みます。 

教育指導課 

中学校での職場体験活 

動の実施 

市内全中学校において、２年生による職場体験活

動を行い、働くことの意義や勤労観・職業観を育む

とともに、主体的に進路を選択できる能力や態度を

育成します。 

教育指導課 

教育ボランティアの活 

用 

教育活動に地域の人材を活用し、地域に根差した

教育や、世代間交流を促進し、児童・生徒が自らの

生き方を考えられる機会を確保します。 

教育指導課 

キャリア・パスポートの

活用 

行事等で体験したことや、将来に向けて自らが考

えたことなどを、「キャリア・パスポート」に保管

し、振り返られるようにします。進学時には、次の

校種へ確実に引き継ぎ、キャリア形成を推進します。 

教育指導課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３８ 

 

基本施策（５）個に応じた支援と指導の充実 

具体的施策⑭ 特別支援教育の充実【重点】 

 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が、平成２８年

４月１日から施行され、今後は、この法律の内容に則し、特別な教育的ニーズのある児童・

生徒に対応したきめ細やかな教育が展開できるよう、特別支援教育を引き続き推進します。 

 「第五次特別支援教育推進計画」に基づき、特別な支援を必要とする児童・生徒一人一人の

能力を最大限に伸長し、社会的自立を図るため、乳幼児期から学校卒業までのライフステー

ジを見通し、学校・家庭・地域と関係機関の連携により、共生社会の実現に向けた特別支援

教育を推進します。 

 学校生活を営む上で特別な支援を必要とする障害のある児童・生徒が在学する学校に、必要

に応じて配置される「特別支援教育支援員」のほか、特別支援学級へは「介助員」を配置し

ます。 

 学校からの要請に応じ、巡回相談員が小・中学校を巡回し、児童・生徒一人一人のニーズを

把握し、必要とする支援の内容・方法などについて、担任や特別支援教育コーディネーター、

保護者等に適切な助言を行います。 

 特別支援教育研修会を実施するとともに、各校の特別支援教育コーディネーターを中心に、

各校の実態に応じた研修会を計画的に実施します。 

 保育所・幼稚園等における子供たちの様子を小学校等に引き継ぎ、就学後の子供の学校生活

をより豊かで適切なものとしていくため、就学支援シートの作成と活用を推進します。 

 障害のある児童・生徒一人一人のニーズを把握し、学齢期において一貫して的確な支援を行

うため、学校生活支援シートを作成するとともに、それに基づいた個別指導計画を作成・活

用します。 

 インクルーシブ教育の推進と、個別の教育的ニーズのある児童 ・生徒の自立と社会参加の実

現に向け、多様で柔軟な教育課程の中で、可能な限り、交流及び共同学習を推進します。 

 集団での指導だけでは十分に適応できない児童・生徒に対して、個別学習室等及び通級指導

学級において、社会性や人との関わり方を身に付ける指導を行い、全ての児童・生徒の集団

への適応を図ります。 

 市内小・中学校特別支援学級、村山特別支援学校の児童・生徒が制作した作品を展示する「伸

びゆく子供展」の開催や「副籍制度」の活用など、地域や特別支援学級との交流を活発化し

て、児童・生徒・市民との相互理解により地域との絆を一層深められるよう支援していきま

す。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

第五次特別支援教育推 

進計画の推進 

特別な教育支援や発達支援が必要な児童・生徒一

人一人に適切な支援を行うため、第五次特別支援教

育推進計画に基づき、市立学校の特別支援教育を一

層推進します。 

教育指導課 



３９ 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

介助員・特別支援教育 

支援員の配置 

学校生活を営む上で特別な支援を必要とする障害

のある児童・生徒が在学する学校に、必要に応じて

配置される「特別支援教育支援員」のほか、特別支

援学級へは「介助員」を配置します。 

教育指導課 

巡回相談員の配置 

各学校からの要請に応じ、巡回相談員が小・中学

校を巡回し、児童・生徒一人一人のニーズを把握し、

必要とする支援の内容・方法などについて、担任や

コーディネーター、保護者等に適切な助言を行いま

す。 

教育指導課 

特別支援教育研修の充 

実 

特別支援教育研修会を実施するとともに、各校の

特別支援教育コーディネーターを中心に、各校の実

態に応じた研修会を計画的に実施します。 

教育指導課 

就学支援シートの作成 

・活用 

保育所・幼稚園等における子供たちの様子を小学

校等に引き継ぎ、就学後の子供の学校生活をより豊

かで適切なものとしていくため、就学支援シートの

活用を推進します。 

教育指導課 

学校生活支援シート・個 

別指導計画の作成・活用 

障害のある児童・生徒一人一人のニーズを把握し、

学齢期において一貫して的確な支援を行うため、学

校生活支援シートを作成するとともに、それに基づ

いた個別指導計画を作成・活用します。また、続く

学年、学校に引き継ぎ、適切な支援を行います。 

教育指導課 

交流及び共同学習の推

進 

特別支援学級に在籍する児童・生徒と、通常の学

級に在籍する児童・生徒との交流及び共同学習を推

進し、障害のあるなしにかかわらず、共に支え合っ

て生きようとする態度を育みます。 

教育指導課 

個別学習室における個 

別指導の推進 

集団での指導だけでは十分に適応できない児童・

生徒に対して、自校における個別学習室等で社会性

や人との関わり方を身に付ける指導を行い、全ての

児童・生徒の集団への適応を図ります。 

教育指導課 

通級指導学級における 

指導の充実 

集団での指導だけでは十分に適応できない児童・ 

生徒に対して、通級指導学級において社会性や人と 

の関わり方を身に付ける指導を行うことを通して、 

全ての児童・生徒の集団への適応を図ります。 

教育指導課 

地域や特別支援学級と

の交流の推進 

学校・地域行事等の様々な相互交流を通して、地

域との連携の充実を図ります。 
教育指導課 
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具体的施策⑮ 不登校への対応・適応指導の充実 

 児童 ・生徒及び保護者の悩みや課題にきめ細かく対応していくため、適応指導教室や教育相

談室の充実を図ります。 

 各小 ・中学校に配置しているスクールカウンセラーを中心に、適応指導・教育相談体制の充

実を図ります。 

 スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、教育相談室相談員や福祉・医療機関

等の関係諸機関と連携しながら、学校だけでは対応が困難な事例などに対応します。 

 不登校等の児童・生徒一人一人に対する適切な支援を実現するため、各学校において「不登

校カルテ」を作成します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

適応指導教室の充実 

不登校や不登校傾向にある児童・生徒の学校復帰

支援に向けて、一人一人の課題にきめ細かく対応す

るため、適応指導教室の充実を図ります。 

教育指導課 

スクールカウンセラー

の配置 

不登校やいじめ、暴力等の問題を未然に防止する

とともに、学校生活や友人関係などに関する心理的

相談を通して、学校への適応を図るため、スクール

カウンセラーを配置します。 

教育指導課 

スクールソーシャルワ 

ーカーの派遣 

学校だけでは解決が困難な事例等に対して、社会

福祉等の専門的な知識・技術を生かして児童・生徒

や保護者の相談に応じたり、他の関係機関との連携

を推進したりするために、スクールソーシャルワー

カーを学校に派遣し、問題の解決を図ります。 

教育指導課 

「不登校カルテ」の作 

成と情報連携 

不登校等の児童・生徒一人一人に対する適切な支

援を実現するため、各学校において「不登校カルテ」

を作成し、学校と教育委員会との情報連携により、

学校復帰支援を図ります。 

教育指導課 
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具体的施策⑯ 学校における教育相談体制の整備 

 不登校児童・生徒などへの対応を図るため、教育相談研修を実施するとともに、全ての教職

員による校内教育相談体制を整備します。 

 教育相談室に専任相談員を配置し、集団への不適応や人間関係の悩みなどについての相談体

制を充実するとともに、障害のある児童・生徒の就学相談などを行います。 

 全ての教員が、児童・生徒や保護者に対応して教育相談を行うことができるよう、各学校に

おいて、組織的な教育相談体制を確立します。 

 教員の教育相談に関する知識・技能を高め、児童・生徒とより良い人間関係を構築できるよ

うにするとともに、児童・生徒や保護者の心理的相談に対応できるようにするため、教育相

談研修会などを行います。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

教育相談体制の充実 

教育相談室に専任相談員を配置し、集団への不適

応や人間関係の悩みなどについての相談体制を充実

させるとともに、障害のある児童・生徒の就学相談

などを行います。 

教育指導課 

学校教育相談体制の確 

立 

全ての教員が、児童・生徒や保護者に対応して教

育相談を行うことができるよう、各学校において、

組織的な教育相談体制を確立します。 

教育指導課 

教育相談研修会の実施 

教員の教育相談に関する知識・技能を高め、児童・

生徒とより良い人間関係を構築できるようにすると

ともに、児童・生徒や保護者の心理的相談に対応で

きるようにするため、教育相談研修会を実施します。 

教育指導課 
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基本施策（６）オリンピック・パラリンピック教育の推進 

具体的施策⑰ オリンピック・パラリンピック教育の推進 

 令和３年開催の東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会を子供たちの人生にと

ってまたとない貴重な機会と捉え、オリンピック・パラリンピック教育を市内全小・中学校

で展開します。 

 様々なスポーツを体験する機会を設定し、フェアプレーやチームワークの精神、体力向上や

健康づくりに意欲的に取り組む態度を養います。 

 「支える」活動を通じて、発達段階に応じたボランティアに関わる取組を推進することで、

継続的、計画的にボランティアマインドを高め、自尊感情の向上を図ります。 

 障害者スポーツの体験や交流など障害者理解を進める教育を一層充実させ、多様性を尊重し、

心のバリアフリーを子供たちに浸透させます。 

 礼節を重んじ他者を思いやり、マナーを守り、助け合いの態度を大切にさせるとともに、改

めて規律意識、公平・公正な態度や公共の精神を身に付けるようにします。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

スポーツ志向の醸成 

様々なスポーツを体験する機会を設定し、フェア

プレーやチームワークの精神、体力向上や健康づく

りに意欲的に取り組む態度を養います。 

教育指導課 

ボランティアマインド 

の醸成 

「支える」活動を通じて、発達段階に応じたボラ

ンティアに関わる取組を推進することで、継続的、

計画的にボランティアマインドを高め、自尊感情の

向上を図ります。 

教育指導課 

障害者理解教育の推進 

障害者スポーツの体験や交流など障害者理解を進

める教育を一層充実させ、多様性を尊重し、心のバ

リアフリーを子供たちに浸透させます。 

教育指導課 

日本人としての自覚と

誇りの醸成 

礼節を重んじ他者を思いやり、マナーを守り、助

け合いの態度を大切にさせるとともに、改めて規律

意識、公平・公正な態度や公共の精神を身に付ける

取組を推進します。 

教育指導課 
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令和８年度の数値目標 

 

【基本方針 １ 生きる力を育む教育の推進】 

指標名 
現状値 

（令和２年度末） 
目標値 

（令和８年度） 

市学力・学習状況調査の国語の平均正答率と
全国平均正答率との相対比率 

92.9％（※） ％ 

高校進学に際して第一志望校へ合格する割
合 

％ ％ 

小・中学校図書館における貸出冊数 
児童・生徒１人当たり 

28.89 冊／年 

児童・生徒１人当たり 

冊／年 

東京都統一体力テストにおける小学校５年
生のシャトルランの平均値（回数） 

男子 45.8 回 

女子 37.2 回 

（※） 

男子 回 

女子 回 

東京都統一体力テストにおける中学校２年
生の持久走（男子 1,500ｍ、女子 1,000ｍ）
の平均値（秒） 

男子 391.7 秒 

女子 291.4 秒 

（※） 

男子 秒 

女子 秒 

中学校３年生の英語検定受験率 ％ ％ 

巡回相談員の人数 19 人  人 

通常の学級に在籍している小・中学生のう
ち、「個別指導計画」を作成して、個別の指
導や支援を行っている児童・生徒数 

270 人 人 

市立小・中学校における自閉症・情緒障害特
別支援学級の整備 

検討 整備 

不登校の小・中学生全体のうち、学校復帰に
向けて、適応指導教室に在籍している児童・
生徒の割合 

17.3％ ％ 

  （※）令和２年度については、新型コロナウイルス感染症の影響による臨時休業により実施して
いないため、令和元年度の数値となっている。 
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基本方針２ 学校・家庭・地域の連携・協働の推進 

学校教育が一層効果的に行われるようにするためには、学校・家庭及び地域社会が、それぞれ

の機能を十分に発揮して、その責任を果たすとともに、これまで以上に連携・協働体制を強化す

る必要があります。 

そのため、学校の組織力を高め、学校の自主性・自律性を保障する中で、コミュニティ・スク

ールなどによる開かれた学校づくりを推進するとともに、豊かな人間性を育てるため、学校を核

に保護者や地域住民が連携した地域ぐるみの教育システムの構築を推進します。 

また、学校・家庭・地域が連携・協働を強化する中で、地域全体で児童・生徒を育てる仕組み

を充実させ、社会全体で教育に取り組む気運を高め、学校の活性化を図ります。 

 

 

基本施策（１）開かれた学校づくりの推進 

具体的施策⑱ コミュニティ・スクールの充実【重点】 

 保護者や地域住民などが学校運営協議会を通じて、一定の権限と責任をもって学校運営に参

画するコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）等を充実させ、学校・家庭・地域等

が連携して、共に児童・生徒を育てるという視点に立った学校づくりを一層推進します。 

 学校評議員及び学校関係者評価委員会は、学校運営協議会がその機能を併せもつ組織として

運営していきます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

コミュニティ・スクール

の充実 

コミュニティ・スクールとしての特色を生かした

学校運営を進めるとともに、中学校区ごとのコミュ

ニティ・スクールの設置について検討します。 

教育指導課 

コミュニティ・スクール

総会の実施 

コミュニティ・スクールとしての取組を、保護者、

地域等に広く周知するため、継続してコミュニテ

ィ・スクール総会を実施し、地域と一体となった学

校運営を推進します。 

教育指導課 
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具体的施策⑲ 一斉学校公開等の実施 

 保護者や地域と共に、より良い学校づくりを推進するため、市内全小・中学校における一斉

学校公開を実施し、児童・生徒の学習状況などを公開します。 

 学校だよりや学校ホームページなどを活用し、各学校の学校経営方針や教育活動などを保護

者及び地域に積極的に公開・公表します。 

 小・中学校における道徳科の時間の充実を図るとともに、道徳授業を保護者及び地域に公開

することにより、家庭、学校及び地域社会が連携して子供たちの豊かな心を育みます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

一斉学校公開等の実施 

保護者や地域と共に、より良い学校づくりを推進

するため、市内全小・中学校で一斉学校公開を実施

します。また、各学校の学校経営方針や教育活動な

どの情報を広く保護者・地域等に発信していきます。 

教育指導課 

保護者・地域への授業公

開 

各学校の実態に合わせて、定期的に保護者・地域

への授業公開を行います。また、ゲストティーチャ

ーを招いての授業を土曜日に実施するなど、工夫し

て実施します。 

教育指導課 

道徳授業及び道徳授業

地区公開講座の充実 

【再掲】 

小・中学校における道徳科の時間の充実を図ると

ともに、道徳授業を保護者及び地域に公開すること

により、家庭、学校及び地域社会が連携して子供た

ちの豊かな心を育めるようにします。 

教育指導課 

 

 

具体的施策⑳ 広報の充実 

 学校行事などのタイムリーな話題をはじめ、特色ある様々な学校の情報を、保護者、地域の

方々に分かりやすく発信するため、学校ホームページの充実に努めます。 

 学校だよりや一斉配信メールにより、各校の教育情報を迅速・的確に発信します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

学校ホームページの充

実 

学校行事などのタイムリーな話題をはじめ、特色

ある様々な学校の情報を、保護者、地域の方々に分

かりやすく発信するため、学校ホームページの充実

を図ります。 

教育総務課 

一斉配信メールの実施 
教育情報を迅速かつ的確に家庭へ提供し、学校と

家庭の円滑な連絡体制を構築します。 
教育総務課 
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基本施策（２）学校・家庭・地域の協働体制の構築 

具体的施策㉑ 新・放課後子ども総合プラン事業の推進 

 就学後の子供が安心して過ごすことができる居場所として、国の「新・放課後子ども総合プ

ラン」を踏まえ、「学童クラブ」や「放課後子供教室」の拡充と連携により、子供たちが放

課後等を安全・安心に過ごし、学習や遊びなど多様な体験・活動を行うことができる環境づ

くりを進めます。 

 児童が放課後も適切な遊びや安全で安心な居場所を確保できるよう、学校、家庭及び地域と

連携しながら、学校の余裕教室などを活用し、「放課後子供教室」の適切な運営に努めます。 

 学童クラブと放課後子供教室を一体型にすることにより学童クラブの児童を含めた全ての児

童を対象として、充実した学習・体験プログラムを提供します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

放課後子供教室の充実 

小学校の余裕教室等を活用して、放課後の子供た

ちの安全で安心な居場所を確保するとともに、多様

な学習の充実、地域住民との交流活動等の取組を推

進します。 

文化振興課 

一体型の学童クラブ及

び放課後子供教室の運

営 

学童クラブの児童と放課後子供教室の児童が同じ

活動場所で同一のプログラムに参加できるよう、一

体型の学童クラブ及び放課後子供教室の運営に努め

ます。 

文化振興課 

子ども青少年課 

 

 

具体的施策㉒ 家庭教育の支援【重点】 

 学力の向上には、学校での学習指導とともに、家庭において基本的な学習習慣・生活習慣を

身に付けさせることが重要です。 

 家庭の教育力を高めるため、家庭教育に関する講座を開催します。 

 「レッツ・チャレンジ」などの啓発パンフレットなどを用いて、家庭教育の重要性を常に発

信し、子供たちが、家庭において基本的な学習習慣、生活習慣などを身に付けることができ

るよう、家庭教育を支援します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

家庭教育講座の実施 
家庭の教育力を高めるため、家庭教育に関する講

座を開催します。 
文化振興課 

家庭教育の啓発資料の

配布 

家庭教育を支援するため、「レッツ・チャレンジ」

等の啓発パンフレットなどを基に、各校で作成した

啓発資料を各家庭に配布します。 

教育指導課 
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具体的施策㉓ カリキュラム・マネジメントの推進 

 学校教育全体や各教科等における指導を通して育成を目指す資質・能力を踏まえつつ、学校

の教育目標や目指す子供像などを、家庭・地域と共有しながら、教育活動の質の向上を目指

します。 

 

 

 

具体的施策㉔ 児童・生徒の安全確保【重点】 

 頻発する交通事故や犯罪による被害、新型コロナウイルス感染症の拡大、自然災害への脅威

など、子供たちの周りに危険が多くあることから、家庭、地域ボランティア及び関係機関と

連携し、児童・生徒の安全確保に努めることが重要です。 

 地域の住民等の協力によって行う子ども安全ボランティアをサポートするなど、登下校時等

における安全見守りを徹底します。 

 防犯対策として、防犯パトロールによる巡回や子供の見守り活動を補完する防犯カメラを運

用し、児童・生徒の安全を確保します。 

 児童・生徒が安全にかつ安心して学校生活を送ることができるよう、学校施設の安全点検を

徹底します。 

 大規模災害等の発生時に、保護者・地域との連携により、児童・生徒の安全確保ができる体

制を確立します。 

 児童・生徒が、交通事故や不審者、ＳＮＳなどを利用しての犯罪、薬物乱用など、様々な危

険に巻き込まれないよう、セーフティ教室を開催します。 

 児童・生徒の安全確保のため、昼間在宅していることが多い家庭、商店等を子ども 110 番ハ

ウスとして登録し、登下校時等の緊急時における避難場所として確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

カリキュラム・マネジメ

ントの推進 

学校教育に関わる様々な取組を、教育課程を中心

に据えながら、組織的かつ計画的に実施し、教育活

動の質の向上を図ります。 

教育指導課 



４８ 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

登下校時の安全見守り

の推進 

登下校時に学童交通擁護員を配置し、児童の交通

安全の確保と交通安全指導の推進を図ります。 
教育総務課 

子ども安全ボランティ

ア活動の推進 

登下校時の見守り活動等、児童の安全確保のため

に、地域の住民等の協力によって行う子ども安全ボ

ランティアをサポートし、活動の推進を図ります。 

教育総務課 

防犯パトロールの推進 

犯罪の発生を未然に防止するため、関係各課と協

力を図り、地域パトロールカーによる巡回パトロー

ルを実施し、防犯パトロールの強化に努めます。 

防災安全課 

教育総務課 

関係各課 

小学校通学路防犯カメ

ラの設置 

犯罪が発生しにくい環境づくりを目指して、小学

校の通学路に防犯カメラを設置し、地域の見守り活

動を活性化させます。 

教育総務課 

学校施設の安全点検の

徹底 

学校施設の安全点検を徹底するとともに、施設設

備の危険箇所の早期発見・早期対応を図り、児童・

生徒の安全を確保します。 

教育総務課 

保護者・地域との連携

による安全確保体制の

確立【再掲】 

大規模災害等の発生時に、保護者・地域との連携

により、児童・生徒の安全確保ができる体制を確立

します。 

教育指導課 

セーフティ教室の開催 

【再掲】 

児童・生徒が、交通事故や不審者、ＳＮＳなどを

利用しての犯罪、薬物乱用など、様々な危険に巻き

込まれないよう、学校・家庭・地域・関係機関が連

携し、セーフティ教室を開催します。また、交通事

故防止の意識を高めるため、スケアード・ストレイ

ト教育技法による交通安全教室を開催します。 

教育指導課 

子ども 110 番ハウス事

業 の充実 

登下校時に不審者に声をかけられたりした場合に

逃げ込んで助けを求める緊急避難所を確保します。 
教育総務課 
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令和８年度の数値目標 

 

【基本方針 ２ 学校・家庭・地域の連携・協働の推進】 

指標名 
現状値 

（令和２年度末） 
目標値 

（令和８年度） 

子ども安全ボランティアの登録者数 275 人 人 

放課後子供教室の実施箇所数 ７か所 か所 

一体型の運営を行う学童クラブ及び放課後
子供教室の設置数 

５か所 か所 
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基本方針３ 教育の質の向上と教育環境の整備 

保護者や地域から信頼される学校づくりを実現するために、義務教育９年間を通した系統的・

継続的な指導を全校で行うとともに、地域の特色を生かしながら、各学校の創意工夫による特色

ある学校づくりを推進します。 

義務教育９年間を通し、児童・生徒の「生きる力」を育む教育の質的向上を目指し、校内にお

けるＯＪＴや各職層に応じた研修等の充実・強化を図り、教職員の質と指導力の向上を図るとと

もに、教員の負担軽減を図り、教員の職の魅力を高めることなど、「教員の働き方改革」の推進

にも努めます。 

また、学校評価等の実施により、教育活動や学校運営の成果を公表するとともに、評価結果を

その後の学校運営の改善に結び付け、保護者及び地域などから信頼される学校づくりを進めます。 

今後も、児童・生徒が安心して学び、生活できるよう、学校施設の整備・改修を進めるととも

に、児童・生徒の学びを支える学習環境を確保するため、学習指導要領に対応した教育機器や機

材など、教育環境の整備を推進します。 

さらに、学校における教育活動の効果を一層高めるため、「ＧＩＧＡスクール構想」により整

備されたタブレット端末を活用して、個別の教育的ニーズや学習状況に応じた学習を充実させま

す。 

一方、教育活動の効果を高めるための環境を整備するため、児童・生徒数の動向や地域の実情

などを考慮しながら、学校規模の適正化を推進します。 

その他、教職員の意識改革などを進めるため、国や東京都、市の指定を受けて行われる各校の

校内研究を支援します。 

 

 

基本施策（１）特色ある学校づくりの推進 

具体的施策㉕ 小中一貫教育・小中連携教育の推進【重点】 

 本市では、「施設一体型」、「施設隣接型」、「施設分離型」の３つの型の小中一貫教育を推進し、

本市の子供を自立した一人の人間にすることを目的に「知的能力」、「対人関係力」、「自己制

御力」の３つを柱とした「人間力」の育成を目指しています。 

 小中一貫教育検証委員会による検証結果では、小中一貫教育の成果については、「児童・生徒

の主体性の伸長」、「他者意識、相手を思いやる気持ちの醸成」、「生活指導上の課題の減少」、

「キャリア教育の充実」、「児童・生徒の不安の軽減」、「小・中学校教員の連携・信頼関係の

構築」などが挙げられ、課題については、「小中一貫教育の広報と市民の理解」、「小中一貫教

育の立地条件等による限界」、「学力の向上」などが挙げられています。 

 今後も育成に当たっては、「確かな学力の定着」、「豊かな心の育成」、「志をもって取り組む態

度の育成」、「中１ギャップ支援」、「教師力の向上」の５つのプロジェクトの下、中学校区ご

とに取組を図ります。 

 市内全校で小中一貫教育カリキュラム（改訂版）を活用した授業を計画的に実施し、小中一

貫教育・小中連携教育を推進します。 



５１ 

 

 義務教育９年間における小中一貫教育の成果、課題、改善方法等について検証し、その成果

を他校に発信し、小中一貫教育を推進します。 

 小中一貫教育・小中連携教育推進の象徴とも言える、「小中一貫教育の日」では、校区ごとに

実態に即したテーマを設定し、小・中学校の教員が、「目指す児童・生徒像」の実現に向けた

研究や研修を積み重ね、児童・生徒の人間力育成の確実な実現に努めます。 

 市民、保護者等に小中一貫教育について理解を深めてもらうため、その内容について周知、

啓発を図ります。 

 校種間の円滑な接続を図るため、幼稚園、保育所、小学校、中学校、高等学校等の連携を推

進します。 

 
 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

各小・中学校における小

中一貫教育カリキュラ

ムの活用 

市内全校で小中一貫教育カリキュラム（改訂版）

を活用した授業を計画的に実施し、小中一貫教育・

小中連携教育を推進します。 

教育指導課 

小中一貫教育の教育効

果の検証と改善 

小中一貫教育検証委員会報告（令和２年３月）を

受け、学校運営やカリキュラムの実践等についての

現状把握から、義務教育９年間における小中一貫教

育の成果、課題について、見直しを図りながら、小

中一貫教育を推進します。 

教育指導課 

市民・保護者等に対する

小中一貫教育の周知・啓

発 

市民、保護者等に小中一貫教育について理解を深

めてもらうため、その内容について周知、啓発を図

ります。 

教育指導課 

幼保小中高等連携の推

進 

幼稚園、保育所、小学校、中学校、高等学校等の

交流、情報の交換、教員の交流等を通じて幼児、児

童、生徒の実態や指導の在り方について連携を図り、

小学校・中学校での学習や生活への適応の課題を解

決します。 

教育指導課 

子ども子育て支援課 

子ども青少年課 

 

 

具体的施策㉖ 一校一研究の推進 

 子供たちが、授業や全ての教育活動の中で、学びの意義を理解し、学びの楽しさを実感でき

るようにするとともに、教職員の質の向上及び学校全体の質の向上を目指すため、国、東京

都又は市などの指定校、推進校又は奨励校等の指定を受け、校内研究を通して特色ある学校

づくりを一層推進します。 

 
 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

文部科学省・東京都教育

委員会・武蔵村山市教育

委員会事業等に係る指

定校・推進校・奨励校等

による校内研究の推進 

文部科学省、東京都教育委員会、武蔵村山市教育

委員会等の指定校・推進校・奨励校等による校内研

究を支援し、特色ある学校づくりを一層推進します。 

教育指導課 
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具体的施策㉗ 部活動等の充実 

 中学校の部活動を充実させるため、生徒の部活動加入を促進するとともに、中学校部活動に

地域の方を外部指導員として派遣し、部活動の活性化を図ります。 

 運動部部活動のうち、中学校１校につき１団体に専門性の高い外部指導員を派遣し、技術面

や戦術面の支援を行い、部活動の活性化及び強化を図るとともに、教員の異動によって部活

動の継続性が損なわれないよう調整に努めます。 

 全国・関東大会出場時の交通費・宿泊費の補助を行うなど、保護者の負担を軽減します。 

 
 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

中学校における生徒の

部活動加入の推進 

各中学校において、生徒一人一人の特性を生かし

て部活動に加入できるようにするとともに、一つの

ことを諦めずに継続して行うことや、仲間と協力し

て成し遂げることの喜びを体験できるようにしま

す。 

教育指導課 

部活動外部指導員の派

遣 

中学校に部活動外部指導員を派遣し、部活動の一

層の活性化を図ります。 
教育指導課 

部活動支援事業の実施 

市内全中学校の運動部部活動のうち、１校につき

１団体に外部指導員を派遣し、技能面や戦術面の支

援を行い、部活動の強化を図ることを目的に実施し

ます。 

教育指導課 

全国・関東大会出場時

の支援 

全国・関東大会出場時の交通費・宿泊費等の補助

を行い、保護者の負担を軽減します。 
教育指導課 
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基本施策（２）教職員の質の向上と教員の「働き方改革」の推進 

具体的施策㉘ 教職員研修・研究の充実 

 教職員の質の向上を図るため、夏季休業期間中を中心に校長、副校長、主幹教諭、主任教諭、

教諭等、職層に応じた教職員研修を実施します。 

 校内全体で実施する授業研究を一層充実させ、教員同士の学び合いの場を設定し、授業力の

向上を図ります。 

 教職員の能力開発や指導力の向上のため、各種教職員研修の実施教職員が相互に授業実践に

ついて協議できるよう、各中学校区で授業実践を行う「小中一貫教育の日」を設定するとと

もに、東京都や関係機関と連携しながら、教職員の職層に応じた研修・研究の充実を図りま

す。 

 小・中学校の各教育研究会において、指導・助言を行うとともに、講師を紹介するなどして、

教員の教科等への専門性の向上を図ります。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

指導力向上に向けた各 

種教職員研修の実施 

教職員の質の向上を図るため、年間を通して校長、

副校長、主幹教諭、主任教諭、教諭等、職層に応じ

た教職員研修を実施します。また、若手教員育成研

修等を計画的に実施し、教職員の指導力向上を図り

ます。 

教育指導課 

校内研修の推進 

校内全体で実施する授業研究を一層充実させ、教

員同士の学び合いの場を設定し、授業力の向上を図

ります。 

教育指導課 

「小中一貫教育の日」の

実施 

毎年１０月に「小中一貫教育の日」を設定し、各

校区で授業を公開し合い、授業の計画・展開・評価

の在り方等について教員が相互に授業実践について

協議できるようにするとともに、小中一貫教育の充

実を図ります。 

教育指導課 

小中学校教育研究会へ 

の支援の充実 

小・中学校の各教育研究会において、指導・助言

を行うとともに、講師を紹介するなどして、教員の

教科等への専門性の向上を図ります。 

教育指導課 

 



５４ 

 

 

具体的施策㉙ 授業改善の推進【重点】 

 毎年度、学校ごとに策定する「授業改善推進プラン」に基づき、子供たちに分かりやすい授

業づくりと授業規律の確立を目指します。 

 東京都教育委員会における特別訪問など、教科ごとに専門性の高い講師を招き、授業改善に

ついての具体的な指導を受ける機会を設定します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

授業改善推進プランの 

作成・活用【再掲】 

国、東京都、本市の学力調査の結果及び児童・生

徒の実態等に基づき、各学校において「授業改善推

進プラン」を作成し、授業の質的向上を図るととも

に、児童・生徒一人一人の学力向上を目指します。 

教育指導課 

 

 

具体的施策㉚ 教員の「働き方改革」の推進【重点】 

 業務改善やＩＣＴ化の推進、学校を支える人員体制の確保などの多様な取組を複合的に実施

するなど、教員の負担軽減を図ることや、教員の長時間労働の改善に努め、教育の質の向上

を図ります。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

校務支援システムの活

用 

全校に導入している校務支援システムを活用し、

校務の効率化を積極的に推進し、児童・生徒と向き

合う時間、教材作成の時間等を生み出すため、適切

な運用を図ります。 

教育総務課 

教員の「働き方改革」の

推進 

教員の在校時間や校務の状況を適宜把握し、その

改善を図りながら、教員の「働き方改革」を推進し

ます。 

教育指導課 
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基本施策（３）学校経営力の充実 

具体的施策㉛ 人材育成の推進 

 教職員の質・能力を向上させるため、東京都教員人材育成基本方針及びＯＪＴガイドライン

を踏まえ、ＯＪＴ実施体制、実施方法などを確立し、各校において、校内研修を中心に、日

常的な職務を通しての人材育成を推進します。 

 学校の組織的な課題解決能力の向上を目指し、主幹教諭及び主任教諭を育成し、学校マネジ

メントの強化を図るとともに、将来の教育管理職候補者の育成を行います。 

 法定研修以外に、トレーナースタディ（７年次）、リーダースタディ（９年次）、管理職向

け研修を実施し、市全体として計画的な人材育成を推進します。 

 ＯＪＴの推進に当たっては、自己申告及び業績評価による人事考課制度を活用し、成果と課

題について検証するとともに、必要な改善を行い、次の計画に反映していきます。 

 
 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

ＯＪＴの推進 

学校全体の教育力の向上及び組織的な課題解決の

ため、各学校において日常的な職務を通してのＯＪ

Ｔを推進します。 

教育指導課 

主幹教諭及び主任教諭 

の育成・活用 

学校の組織的な課題解決能力の向上を目指し、主

幹教諭及び主任教諭を育成し、学校マネジメントの

強化を図ります。また、将来の教育管理職候補者の

育成を行います。 

教育指導課 

人事考課制度を活用し 

た人材育成の推進 

自己申告、業績評価による人事考課制度を活用し、

個々の教員の資質向上・能力開発に役立てます。 
教育指導課 
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具体的施策㉜ 学校評価の充実【重点】 

 各学校では、教育目標の達成に向け、校長の学校経営方針を一層明確にするとともに、進行

管理を徹底し、学校全体でその具現化を図ります。 

 学校の教育活動その他の学校運営の状況について評価を行い、その結果を学校運営の改善に

生かすとともに、評価結果等については、広く保護者等に公表します。 

 学校が行う自己評価の客観性・透明性を高めるため、学校運営協議会を活用するとともに、

評価結果を公表し、学校・家庭・地域の共通理解を深め、相互の連携を一層促進します。 

 教育活動が組織的かつ機能的に行われるよう、校長、副校長、主幹教諭及び主任教諭による

組織マネジメントの強化を図るとともに、ＰＤＣＡサイクルを確立し、教育活動の改善に取

り組みます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

学校経営方針の作成・ 

推進 

各学校における教育目標の達成及び特色ある学校 

づくりの推進に向け、校長の学校経営方針を一層明 

確にするとともに、学校経営方針に基づいた進行管 

理表を作成し、学校全体でその具現化を図ります。 

教育指導課 

学校評価による経営改 

善の推進 

学校の教育活動その他の学校運営の状況について

評価を行い、その結果を学校運営の改善に生かしま

す。また、評価結果等については、広く保護者等に

公表します。 

教育指導課 

学校運営協議会の活用 

学校運営の改善に向け、学校運営協議会を活用し、

学校が行う自己評価の客観性・透明性を高めるとと

もに、評価結果を公表することにより、学校・家庭・

地域の共通理解を深め、相互の連携を一層促進しま

す。 

教育指導課 

ＰＤＣＡサイクルの徹 

底 

学校評価を踏まえたＰＤＣＡサイクルを徹底し、

教職員、児童・生徒、保護者及び地域が学校教育目

標の達成に向けて関わりを深めながら教育活動の改

善に取り組みます。 

教育指導課 
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基本施策（４）学校教育環境の充実 

具体的施策㉝ 学校施設・設備の整備【重点】 

 児童・生徒の安全確保や災害時の避難所としての機能を高めるため、学校施設長寿命化計画

に基づき、学校施設・設備の改修整備を計画的に推進します。 

 児童・生徒の教育環境を良好に保つため、学校施設の建具・外装・内装、屋上防水、放送設

備、トイレ設備や校庭の改修等を計画的に行い、教育環境の向上を図ります。 

 令和２年度をもって各教室、屋内運動場に無線ＬＡＮを整備し、普通教室には高速ネットワ

ーク環境の整備が完了しましたが、引き続き、新たな教育内容の変化などに対応した施設の

整備を行います。 

 情操教育、環境教育、体力向上等の視点から、芝生を有効に活用した教育活動を推進します。 

 大規模災害発生時に児童・生徒等を学校施設内に待機させるなどの措置を講じて安全確保を

する必要があることから、待機時に必要な水や食料等を備蓄します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

学校施設長寿命化計画

に基づく施設整備 

学校施設を長く健全に使用するため、点検により

劣化状況を的確に把握し、予防保全を行います。ま

た、中長期的な観点から、改修・建替え等の費用の

低減を図るために、重要部位の計画的改修を推進し、

長寿命化を図ります。 

教育総務課 

学校施設（校舎・体育館、

プール等）・設備の改修 

学校施設の建具・外装・内装、屋上防水、放送設

備、トイレ設備や校庭の改修等を計画的に行い、教

育環境の向上を図ります。 

教育総務課 

校庭芝生の活用 

情操教育、環境教育、体力向上等の視点から、芝

生を有効に活用した教育活動を推進します。また、

各校で組織されているグリーンサポーターの協力の

下、適切な維持管理に努めます。 

教育総務課 

災害対策用備蓄物資の 

備蓄 

大規模災害発生時に児童・生徒等を学校施設内に

待機させるなどの措置を講じて安全確保をする必要

があるため、災害対策用の物資を備蓄します。 

教育総務課 

 

 

具体的施策㉞ 教育機器・教材の整備 

 学習指導要領に基づき、教育内容・指導方法の多様化に対応した適切な学習環境を確保する

必要があることから、授業などで使用する教育機器・教材の整備を行います。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

教育機器・教材等の整備 
学習指導要領に対応した授業を円滑に実施するた

め、教育機器・教材等の整備を行います。 
教育総務課 
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具体的施策㉟ 学校ＩＣＴ環境の整備【重点】 

 ＧＩＧＡスクール構想に係る１人１台端末などの教育用コンピュータなどの教育情報機器を

計画的に整備し、ＩＣＴを活用した分かる授業を通じて児童・生徒の学習課題への興味・感

心を高め、学習内容のより深い理解を促します。 

 インターネットを介した児童・生徒との個別のやり取りや、端末を活用した学級内での意見

集約など、授業における指導の充実を向上させるだけではなく、校務における活用スキルの

向上にも努めます。 

 教員が児童・生徒一人一人と向き合う時間を確保するとともに、情報の共有化、校務の効率

化、セキュリティの強化等を図るため、校務支援システムの適切な運用を図ります。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

教育用及び児童・生徒 

用コンピュータの整備 

ＩＣＴを活用した分かる授業を推進し、児童・生

徒の学習課題への興味・関心を高め、学習内容のよ

り深い理解を促すため、教育用及び児童・生徒用コ

ンピュータを整備します。さらに、授業等における

ＩＣＴ活用を円滑に進める環境づくりとして、教員

のＩＣＴ活用を支援するＩＣＴ支援員を配置し、サ

ポート体制の構築を図ります。 

教育総務課 

校務用コンピュータの

整備 

教員１人１台の校務用コンピュータ、周辺機器等

を計画的に更新し、校務の効率化を推進します。 
教育総務課 

校務支援システムの活

用【再掲】 

全校に導入している校務支援システムを活用し、

校務の効率化を積極的に推進し、児童・生徒と向き

合う時間、教材作成の時間等を生み出すため、適切

な運用を図ります。 

教育総務課 

デジタル教科書の活用 

デジタル教科書実証モデル事業をとおして、成果

と課題を分析し、効果的な活用の在り方を検討して

いきます。 

教育指導課 

 

 

具体的施策㊱ 学校規模適正化の推進【重点】 

 児童・生徒にとって望ましい教育環境を確保していくため、通学環境や地域の実情などを考

慮しながら、学校の適正配置を進めるとともに、各学校の児童・生徒数の推移などに注視し

ながら、学校規模の適正化を図ります。 

 児童・生徒一人一人の実態に応じたきめ細やかな指導に向けて、国における学級編成の標準

の引下げを受け、小学校全学年で３５人の学級編成を進めます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

学校規模等適正化基本 

方針の改定 

児童・生徒により良い学習環境を提供するため、

国等の今後の動向を踏まえ、学校規模等適正化基本

方針を改定します。 

教育総務課 

少人数学級編成への対 

応 

児童・生徒一人一人の実態に応じたきめ細やかな

指導に向けて、各学校の少人数学級編成への対応を

図ります。 

教育総務課 
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具体的施策㊲ 通学区域と中学校学校選択制の推進 

 通学区域については、平成２０年度の「学校規模等適正化基本方針」に基づき、一部見直し

を行いましたが、今後も教育活動の効果を高めるため、市内の人口動向や児童・生徒数の実

態、学校規模等を考慮しながら、柔軟に対応します。 

 区域外就学や指定校変更申請については、個々の実情により弾力的に対応します。 

 中学校学校選択制については、引き続き実施し、教育を受ける側のニーズを尊重するととも

に、特色ある学校づくりを一層推進します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

通学区域の再編 
教育活動の効果を高めるため、通学環境や地域の

実情を考慮し、通学区域の再編を検討します。 
教育総務課 

中学校学校選択制の実 

施 

教育を受ける側のニーズを尊重するとともに、特

色ある学校づくりを推進するため、引き続き中学校

学校選択制を実施します。 

教育総務課 

 

 

具体的施策㊳ 学校給食の充実【重点】 

 食育や地産地消を重視し、地元農家の協力を得て、地場食材を積極的に活用し、安全・安心

な学校給食の提供を行います。 

 学校給食費については、負担の公平性の観点からも、収納率の更なる向上を目指します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

学校給食の充実 

児童・生徒が食生活に対する正しい理解と望まし

い食習慣を身に付けることができるよう、身近な教

材である学校給食を通して、食料の生産・流通や地

域の食文化、適正な食生活等への理解を深めます。

また、食育や地産地消を重視し、地元農家の協力を

得て、地場食材を積極的に導入し、安全・安心な給

食の提供を行います。 

学校給食課 

学校給食費会計の公平 

化・公正化 

学校給食費会計の負担の公平化・公正化を図るた

め、学校との連携を図りながら学校給食費未納者へ

の個別訪問徴収や電話催告等を強化し、収納率の向

上を図ります。 

学校給食課 
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具体的施策㊴ （仮称）防災食育センターの整備と小学校学校給食調理等業務の民間

委託【重点】 

 老朽化した市立学校給食センターについては、これに代わる施設として、「防災まちづくり構

想」に基づき、災害時は応急給食拠点として稼働し、平常時は学校給食の提供などを行う「（仮

称）防災食育センター」を整備し、その開設に併せて小学校学校給食調理等業務を民間に委

託します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

（仮称）防災食育セン

ターの整備と小学校学

校給食調理等業務の民

間委託 

老朽化した学校給食センターに代わる施設とし

て、「防災まちづくり構想」に基づき、災害時は応

急給食拠点として稼働し、平常時は学校給食の提供

などを行う「（仮称）防災食育センター」を整備し、

併せて小学校学校給食調理等業務を民間に委託しま

す。 

学校給食課 

 

 

具体的施策㊵ 経済的支援の実施 

 経済的な理由により、就学が困難な児童・生徒の保護者に対し、就学援助費として、学校給

食費や学用品費などの教育費の一部を援助します。 

 次代を担う意欲のある人材を育成するとともに、保護者の経済的負担を軽減するため、奨学

金制度を実施し、教育の機会均等を確保しますが、今後の在り方については検討していきま

す。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

就学援助の充実 

義務教育を受ける中で、だれもが質の高い教育が

受けられるように、保護者に対し、教育費の援助を

行います。 

教育総務課 

奨学金制度の実施 

経済的理由で修学が困難であっても、高等教育機

関等で学ぶ機会が得られるよう奨学金制度を実施し

ます。 

教育総務課 
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令和８年度の数値目標 

 

【基本方針 ３ 教育の質の向上と教育環境の整備】 

指標名 
現状値 

（令和２度末） 
目標値 

（令和８年度） 

放送設備改修実施校数 9 校 校 

学校給食における地元産野菜・果物の使用品
目数 

19 品目   品目 

学校給食における地元産野菜・果物の使用量 
児童・生徒１人当たり 

4.8 ㎏／年 
児童・生徒１人当たり 

㎏／年 
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基本方針４ 自己実現を目指す生涯学習の推進 

社会経済が成熟期に入り、平均寿命の伸長やワーク・ライフ・バランスの考え方の普及等もあ

り、人々の価値観やライフスタイルが大きく変化し、市民の生涯学習に対する期待や意欲はより

一層高まっています。 

このような状況の中、本市では市民の価値観の変化・多様なニーズに応えるため、公民館や図

書館、市民会館（さくらホール）等の施設において、様々な学習機会の場を提供しています。 

今後も、市民一人一人が生涯にわたって自ら学び、個人としての生きがいや楽しみ、心の豊か

さを追求することにより、生活の充実や向上を実現するとともに、文化に親しみ、社会参加でき

る機会の充実を図るとともに、地区会館、公民館、図書館、地区図書館、市民会館（さくらホー

ル）をはじめとした生涯学習施設などの充実や活用の啓発、学習相談の充実を図り、生きがい・

ふれあいを育む生涯学習を推進します。 

また、市民が、生涯にわたって明るく健康的に活力に満ちたスポーツライフを過ごせるよう、

生涯スポーツ社会の実現を目指すとともに、誰もがいつでも気軽に身近な場所で健康・体力づく

りができるよう、スポーツ・レクリエーション事業の拡充や生涯にわたってスポーツとの関わり

をもてる環境の整備、スポーツ・レクリエーション施設の整備、改善を推進します。 

さらに、市民の大切な財産として、文化財の適正な保護・保存に努めるとともに、資料の展示

や各種講座、教室の実施等により、文化財保護に対する市民意識の向上を図るとともに、地域の

伝統的な文化を子供たちの世代に継承していくための機会を提供し、保護思想の高揚に努めます。 
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基本施策（１）生きがい、ふれあいを育む生涯学習の推進 

具体的施策㊶ 生涯学習の推進【重点】 

 郷土意識や生きがいのもてるまちづくりを関係機関や市民と協働で進めるため、第五次生涯

学習推進計画を踏まえ、市民の生涯にわたる学習活動や社会参加活動を支援するとともに、

市民の意見・要望を反映し、市民ニーズに合った生涯学習の充実を図ります。 

 市民が培った知識や技術等を地域社会にいかすための場の検討を行い、多様な人材を発掘す

るとともに、指導者の育成を図ります。 

 学習 ・施設ボランティアの育成や地域づくりリーダーを確保するとともに、学校教育等を支

援する広域的な人材活用のネットワーク化を進めます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

第五次生涯学習推進計 

画の推進 

第五次生涯学習推進計画を踏まえ、市民の生涯学

習を支援します。 
文化振興課 

指導者の育成と人材の 

活用 

生涯学習の一層の推進を図るため、指導者及びボ

ランティアの育成と活用を図ります。 
文化振興課 

青少年リーダーの養成 

小学校１年生から中学校３年生までを対象に、青

少年教室を通じてリーダーシップ、グループワーク

などの大切さを学習する場の提供を行います。 

文化振興課 

 

具体的施策㊷ 生涯学習情報の提供と学習機会の充実【重点】 

 生涯学習活動を振興する出前講座や各種講座の内容を充実し、市民の利用促進に努めるとと

もに、環境、福祉、教育、文化、芸術、まちづくりなど、市民ニーズに応じた課題に対し、

講座や教室などを開催し、学習機会の充実に努めます。 

 生涯学習活動の成果の発表・紹介の場となる生涯学習フェスティバルの開催については、教

育・文化・福祉・産業・観光など、関係機関や施設との連携により検討します。 

 各種団体の生涯学習活動情報を提供するとともに、自主的な学習活動を行う市民グループや

団体に対して、学習内容、指導者の派遣、活動場所等運営に関する情報提供の充実を図ると

ともに、自宅等から公共施設の空き状況検索や予約を行うことができる公共施設予約システ

ムを運用し、生涯学習活動の支援及び公共施設利用の利便性の向上を図ります。 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

出前講座の充実 

市民の生涯学習活動を振興し、市政に対する理解

を深めることを目的に、市の職員等が出向く、出前

講座を行う機会の充実を図ります。 

文化振興課 

生涯学習講座の充実 
市民の生活課題や今日的課題など、市民の多様な

学習ニーズに応えるための講座を開催します。 
文化振興課 

生涯学習情報提供シス 

テムの整備 

公共施設予約システムで生涯学習関連情報や出前

講座等の情報を提供するとともに、キャッシュレス

決済など、利便性の向上に努めます。 

文化振興課 

 



６４ 

 

 

具体的施策㊸ 生涯学習施設・設備の整備 

 音楽・芸術等文化活動に触れる機会と場所を提供するとともに、優れた芸術文化を鑑賞する

機会を設け、市民の文化意識の高揚を図れるよう、市民会館の快適な利用に向けた整備を行

います。 

 小・中学校を地域の学習、スポーツ、文化活動の場として開放し、地域社会と子供たちが学

び合うコミュニティを形成します。 

 公民館、図書館、市民会館等の生涯学習施設の整備を進めるとともに、これらの施設との機

能分担の在り方等に配慮しながら、中央図書館及び中央公民館の機能を併せ持つ複合施設と

して、（仮称）生涯学習センターの設置について検討を進めます。 

 市民会館の管理運営については、引き続き指定管理者制度を活用し、管理運営体制の効率化

と計画的な維持管理に努めます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

市民会館の整備 

音楽・芸術等文化活動に触れる機会と場所を提供

するとともに、優れた芸術文化を鑑賞する機会を設

け、市民の文化意識の高揚を図れるよう、市民会館

の快適な利用に向けた整備を行います。 

文化振興課 

学習等供用施設の整備 
市民にとって身近な学習施設になるよう、学習等

供用施設の快適な利用に向けた整備を行います。 
文化振興課 

（仮称）生涯学習センタ

ー整備の検討 

公民館、図書館、市民会館等の生涯学習施設との

機能分担の在り方等に配慮しながら、中央図書館、

中央公民館の機能を併せもつ複合施設としての（仮

称）生涯学習センターの整備の検討を進めます。 

文化振興課 

図書館 

市民会館の適正な管理 

運営 

市民会館について、指定管理者制度を継続し、モ

ニタリングを適正に実施し、施設の適正な管理運営

に努めます。 

文化振興課 

 

 



６５ 

 

 

具体的施策㊹ 図書館運営の充実【重点】 

 読書活動は、子供が言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かなものにし、人

生をより深く生きる力を身に付けていく上で欠くことのできないものです。 

 子供の読書活動の重要性に鑑み、子供が自主的な読書活動を行うことができるよう、「第四

次子供読書活動推進計画」に基づき、ブックスタート事業、おはなしの会等の充実を図るほ

か、学校図書館と十分な連携・協力を図りながら、子供読書活動に関する施策を推進します。 

 図書館資料に対する市民ニーズは、今後も多様化・高度化することが予測されることから、

市内の各図書館のネットワークを一層強化し、市民の利便性の向上に努めるとともに、図書

館資料の整備・充実を図ります。 

 近隣市町と連携し、図書館の相互利用を引き続き実施します。 

 場所や時間にとらわれずに、インターネットを通じて電子書籍の検索・貸出・返却・閲覧が

可能な電子図書の導入を進めます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

第四次子供読書活動推 

進計画の推進 

子供が言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、

創造力が豊かになるよう、「第四次子供読書活動推

進計画」に基づき、読書活動の推進を図ります。 

図書館 

図書館の整備 
市民にとって身近な学習施設になるよう、図書館

の快適な利用に向けた整備を行います。 
図書館 

近隣市町と連携した図 

書館の相互利用の実施 

近隣市町との図書館相互利用を引き続き実施しま

す。 
図書館 

学校図書館との連携 

学校図書館へ授業等で必要な資料の団体貸出等を

行うとともに、学校図書館の司書教諭及び学校司書

と学校図書館活用推進協議会等で連携を図ります。  

図書館 

電子図書の導入 
市民の利便性を向上させるため、電子図書の導入

について検討し、実施します。 
図書館 

 

 

 



６６ 

 

基本施策（２）スポーツ・レクリエーション活動の推進 

具体的施策㊹ スポーツの推進【重点】 

 市民が生涯を通じてスポーツを愛し親しむことで、健康で豊かな心とからだを育むことがで

きる、明るく活力に満ちたまちづくりを目指し、平成２６年１０月５日に「武蔵村山市スポ

ーツ都市宣言」を行い、市民のスポーツ参加への意識の醸成とスポーツ・レクリエーション

活動の推進に努めてきましたが、今後もより一層の推進に努めます。 

 平成２７年７月にはスポーツ少年団を設立し、スポーツを通じた青少年の指導者育成や健全

育成の充実にも努めています。 

 地域の特性や、市民の要望に応じたスポーツ環境の整備とスポーツ活動の活性化に向け、第

二次スポーツ推進計画に基づき、市民のスポーツを総合的かつ計画的に推進します。 

 地域でのスポーツ活動の充実と基盤形成のため、スポーツ推進委員やスポーツ協力員との連

携、協力を図ります。 

 地域の特性や、市民の要望に応じたスポーツ環境の整備とスポーツ活動の活性化に向け、地

域が主体となる 「総合型地域スポーツクラブ」の運営を支援し、「いつでも、どこでも、だ

れでも、いつまでも」気軽に楽しめる地域コミュニティの場を展開し、安定したスポーツ活

動と交流が行えるよう、スポーツ文化の構築に努めます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

第二次スポーツ推進計

画の推進 

第二次スポーツ推進計画に基づき、市民のスポー

ツを総合的かつ計画的に推進します。 
スポーツ振興課 

地域スポーツの振興 

地域でのスポーツ活動の充実と基盤形成のため、

スポーツ推進委員やスポーツ協力員等との連携、協

力を図り、地域スポーツの振興に努めます。 

スポーツ振興課 

総合型地域スポーツク 

ラブの運営支援 

誰もが、いつでも、どこでも、いつまでも各自の

興味・目的に応じてスポーツに親しめるようなスポ

ーツ社会を実現するため、総合型地域スポーツクラ

ブの運営を支援します。 

スポーツ振興課 

 

 



６７ 

 

具体的施策㊻ スポーツ施設・設備の整備 

 競技スポーツなどの高度なスポーツニーズに応えるため、総合体育館を中核とした総合運動

公園の機能の充実に努めるとともに、公共施設予約システムを活用し、利用者の利便性の向

上を図ります。 

 総合体育館の管理運営については、引き続き指定管理者制度を活用し、管理運営体制の効率

化と計画的な維持管理に努めます。 

 日常生活圏でスポーツと親しめる場や環境を確保するため、体育施設の整備・充実に努め、

地域スポーツの振興を図ります。 

 学校教育に支障のない範囲で学校施設を市民に広く開放し、地域のスポーツ・レクリエーシ

ョンの振興を図るとともに、必要な設備の充実に努めます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

総合運動公園の整備 

競技スポーツなど市民の高度なスポーツニーズに

応えるため、総合体育館を中核とした総合運動公園

の機能の充実に努めます。 

スポーツ振興課 

総合体育館の適正な管 

理運営 

総合体育館について、指定管理者制度を継続し、

モニタリングを実施し、施設の適正な管理運営に努

めます。 

スポーツ振興課 

体育施設の整備・充実 
体育施設の整備・充実に努め、地域スポーツの振

興を図ります。 
スポーツ振興課 

校庭・屋内運動場開放の 

推進 

小・中学校の校庭・屋内運動場を社会教育団体等

に開放し、地域スポーツの推進を図るとともに、小

学校校庭を在学児童の遊び場として開放します。 

スポーツ振興課 

 

 

 

 

 

 

 



６８ 

 

基本施策（３）郷土を愛し、理解を深める文化財の保護・活用 

具体的施策㊼ 文化財の調査、保護・活用【重点】 

 市内に所在する各種文化財等を中心に総合調査を実施し、その種別、分布状況など文化財と

しての位置付けを明らかにするとともに、宅地等の開発に伴う遺跡調査を継続して実施し、

出土品の保護・保全や記録・保存に努めます。 

 収蔵資料の公開 ・展示や歴史講座などを実施するとともに、文化財保護審議会などの意見を

尊重し、文化財の保護及び活用を図り、各種文化財の適正な管理及び保護に努めます。 

 郷土の歴史、伝統芸能などの伝承に関する講座の開催、市民プログラムの充実等により、設

立された市民団体等との連携や交流の促進に努めます。 

 歴史民俗資料館及び分館の適切な維持管理に努めるとともに、市民の財産として文化財の適

正な収集・管理及び文化財の保護、保存に努めます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

文化財の調査・研究 

市内に所在する各種文化財等の総合調査（研究）

を実施し、その種別、内容、分布を把握し、文化財

として位置付けていく調査・研究に努めます。 

文化振興課 

文化財の保護の充実 

文化財保護審議会からの市指定文化財としての答

申内容を踏まえ、市文化財の指定を行うことにより

文化財の保護の充実に努めます。 

文化振興課 

関係団体・人材の育成 

郷土の歴史、伝統芸能などの伝承に関する講座の

開催、市民プログラムの充実等により、文化財保護

活動に参加するボランティア及びボランティア組織

の育成や交流の促進に努めます。 

文化振興課 

歴史民俗資料館の運営 

の充実 

来館者の学習環境の向上を図るため、歴史民俗資

料館及び分館の適切な運営に努めるとともに、文化

財の適正な収集・管理の充実を図ります。 

文化振興課 

 

 

 

 

 



６９ 

 

 

令和８年度の数値目標 
 

【基本方針 ４ 自己実現を目指す生涯学習の推進】 

指標名 
現状値 

（令和２年度末） 
目標値 

（令和８年度） 

出前講座の講座数 67 講座 講座 

市民会館の利用者数 48,969 人／年 人／年 

公民館講座の定員に対する受講割合 ％ ％ 

おはなしの会の開催回数 回／年 回／年 

市内図書館の図書貸出冊数 
市民１人当たり 

3.1 冊／年 
市民１人当たり 

冊／年 

図書館利用の有効登録者数 12,655 人 人 

図書リクエスト件数 46,982 件／年 件／年 

郷土・行政資料の所蔵数 冊 冊 

総合型地域スポーツクラブ会員数 143 人 人 

スポーツ少年団登録団体数 団体 団体 

市指定文化財の数 23 件 件 

歴史民俗資料館の利用者数 5,481 人／年 人／年 

歴史散策コースマップ販売冊数 冊 冊 

 

 

 



７０ 

 

 

基本方針５ 教育財産の有効活用の推進 

市が保有する公共施設の総延床面積は、令和３年３月末現在、152,397.17㎡で、そのうち、学

校教育系施設の延床面積の合計は93,116.73㎡となっており、全体の半数以上となる61.1％を占め

ています。また、社会教育・文化施設についても、全体の12.9％を占めています。このことから

も、市が保有する財産を最大限活用する上で、教育財産の有効活用は大変重要な要素となってい

ることがうかがえます。 

教育財産の有効活用については、様々な用途が考えられる学校施設を中心に、余裕教室の活用

や校庭・屋内運動場の開放、長寿命化対策など、多様な視点に立って積極的な活用を推進します。 

 

 

基本施策（１）教育財産の有効活用の推進 

具体的施策㊽ 新・放課後子ども総合プラン事業の推進に伴う施設の有効活用 

 小学校の余裕教室を活用して、放課後の子供たちの安全で安心な居場所を確保するとともに、

多様な学習の充実、地域住民との交流活動等の取組を推進することにより、教育財産の有効

な活用を図ります。 

 就学後の子供が安心して過ごすことができる居場所として、国の「新・放課後子ども総合プ

ラン」を踏まえ、「学童クラブ」や「放課後子供教室」の拡充と連携により、子供たちが放

課後等を安全・安心に過ごし、学習や遊びなど多様な体験・活動を行うことができる環境づ

くりを進めます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

放課後子供教室の充 

実【再掲】 

小学校の余裕教室等を活用して、放課後の子供た

ちの安全で安心な居場所を確保するとともに、多様

な学習の充実、地域住民との交流活動等の取組を推

進します。 

文化振興課 

新・放課後子ども総合プ

ラン事業の推進に伴う

施設の有効活用 

学童クラブの児童と放課後子供教室の児童が同じ

活動場所で同一のプログラムに参加できるよう、一

体型の学童クラブ及び放課後子供教室の運営に努め

ることに伴い、教育財産の有効な活用を図ります。 

文化振興課 

子ども青少年課 

 

 



７１ 

 

 

具体的施策㊾ 校庭・屋内運動場開放の推進 

 地域の草の根スポーツを推進するため、学校教育に支障のない範囲で、学校施設を市民に広

く開放することにより、教育財産の有効な活用を図ります。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

小学校校庭遊び場開放 

開放管理員を配置して事故防止に努めながら、在

学する児童を対象に放課後の小学校の校庭を遊び場

として開放します。 

スポーツ振興課 

学校体育施設開放 

地域の草の根スポーツを推進するため、学校教育

に支障のない範囲で、学校体育施設を市民に広く開

放することにより、教育財産の有効な活用を図りま

す。 

スポーツ振興課 

 

 

具体的施策㊿  生涯学習施設・設備の整備 

 公民館、図書館、市民会館等の生涯学習施設との機能分担の在り方等に配慮しながら、中央

図書館、中央公民館の機能を併せもつ複合施設としての（仮称）生涯学習センターの設置に

ついて検討を進めます。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

（仮称）生涯学習センタ

ー整備の検討【再掲】 

公民館、図書館、市民会館等の生涯学習施設との

機能分担の在り方等に配慮しながら、中央図書館、

中央公民館の機能を併せもつ複合施設としての（仮

称）生涯学習センターの整備の検討を進めます。 

文化振興課 

図書館 

 

 

 



７２ 

 

令和８年度の数値目標 

 

【基本方針 ５ 教育財産の有効活用の推進】 

指標名 
現状値 

（令和２年度末） 
目標値 

（令和８年度） 

放課後子供教室の実施箇所数【再掲】 ７か所 か所 

一体型の運営を行う学童クラブ及び放課後
子供教室の設置数【再掲】 

５か所 か所 

 

 

 

 

 



７３ 

 

 

第４章 組織の総合力を生かした教育行政の推進 

 

教育委員会と関係機関との連携 

多様化する教育課題に対応するため、教育委員会だけではなく、市長部局等との横の連携を強

化するとともに、教育に関係する様々な組織との関係性を密にし、武蔵村山市全体の組織の総合

力を生かした教育行政を推進していきます。 

 

（１）教育委員会と関係機関との連携強化 

① 教育委員会と市長部局等との連携 

 市長部局等で実施されている様々な事業等について、教育委員会として積極的に把握すると

ともに、学校との協働事業につなげていくため、教育委員会と市長部局等との連携システム

の構築について検討します。 

 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第１条の４で規定され実施している「総合教

育会議」において、市長と教育委員会で相互に連携を図り、より一層市民の意見を反映した

教育行政を推進します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

教育委員会と市長部局

等との連携 

教育委員会と市長部局等が連携し、各校の学校経

営方針を尊重しながら、市長部局等が提案する事業

等に積極的に関わることができるようにします。 

教育総務課 

教育指導課 

関係各課 

総合教育会議の実施 

総合教育会議での協議・調整事項は①教育大綱の

策定②教育の条件整備など重点的に講ずべき施策③

児童・生徒等の生命・身体の保護等緊急の場合に講

ずべき措置となっています。また、会議を公開する

とともに会議録等を引き続きホームページに公表し

ます。 

企画政策課 

教育総務課 

 

 



７４ 

 

 

② 関係機関との連携 

 学校教育の充実や生涯学習の推進に向けて、子育て支援施策や防災・防犯施策などにおいて、

関連する市長部局等と連携して、各種事業に取り組んでいくとともに、地域コミュニティの

活性化を図るため、各種団体との連携を強化します。 

 市長部局等における教育に関連した個別計画等との連携を図り、教育委員会における施策の

方向性を確認し、整合性を図ります。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

市長部局等が所管する

各講座の受講 

市長部局等が実施している教育関連事業を学校教

育に生かすため、学校経営方針の下、各学校単位で

積極的に講座を受講し、市長部局等との連携を深め

ます。 

関係各課 

教育・児童生徒等に関連

する各事業の連携 

子供たちが安心して学校生活を送れるように、学

校と学童クラブの情報共有、通学路合同点検による

危険箇所等の改善、防犯パトロールによる見守り強

化などについて、関係機関が連携を図るとともに、

地域コミュニティの活性化を図ります。 

関係各課 

 

 

（２）開かれた教育委員会 

③ 教育委員会会議の透明化 

 市民に開かれた教育委員会会議を目指し、会議は公開し、積極的に情報発信することで、学

校、地域、家庭、市民から一層の信頼を得られるように努めるとともに、積極的に情報発信

することにより、関係機関との連絡を円滑に推進します。 

 

主要施策・主要事業名 概  要 事業担当課 

教育委員会会議の充実 
教育委員会会議を公開するとともに会議録等を引

き続きホームページに公表します。 

教育総務課 

教育部各課 

 

 

 

 

 


